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国公と地公の規定

• フランス
– １本の法律で国家公務員も地

方公務員も同様の規定。給与
制度も共通。

• ドイツ
– 連邦の官吏身分法の枠組み

に沿って、州、自治体官吏の
権利義務を規定。官吏給与・ラ
ウフバーンは各州で規定。

• 日本
– 終戦当初は、「官公吏一本化

法」制定の動きあり
• 稲継著『人事・給与と地方自治』

東洋経済新報社、2000年

• 結局別々の法律として規定。
but平仄合わせる部分も多い

• 日本 国と地方
– ㋐直接強く波及する問題

• 雇用と年金の接続
• 労働基本権

• 勤務条件にかかわる根本規定
（営利企業従事制限等）

– ㋑ゆるやかに影響する問題
• 人事評価制度
• 再就職規制
• 給与制度・水準

– ㋒直接影響しない問題
• 昇進システム
• 職員の一元管理
• 幹部公務員システム
• 人事庁設置の是非など

２月２２日大臣研究会
既提出資料

個別改革テーマへの取組の方向性

• ④自律的労使関係制度の措置
• この問題は、地方公務員の労使関係制度に直結する
(国と地方の㋐問題)

– 国家公務員23万人、地方公務員200万人

• 地方自治体における実態が十分参照されるべき
– 全国知事会が、2012年5月18日、法案化反対の決議を出し、

慎重姿勢を貫いたのは何故なのかについて、きちんと調べる
必要がある。

２月２２日大臣研究会
既提出資料
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諸外国公務員の労働基本権

•
国家公務員の労働基本権

アメリカ フランス

連邦公務員 上級公務員 一般職員 官吏 公務被用者

協約締結権 ☓ 〇 〇 ☓ 〇 ☓

(協約締結の範囲が限定） （交渉は可能）

争議権 ☓ 〇 〇 ☓ 〇 〇

資料出所：人事院『平成23年年次報告書』2012年、79頁。

地方公務員の労働基本権
アメリカ フランス

州公務員、自治体職員
州・市町村官

吏

州・市町村公

務被用者
地方公務員

協約締結権 州により多様（〇、△、☓） ☓ 〇 ☓

（交渉は可能）

争議権 州により多様（〇、△、☓） ☓ 〇 〇

〇

〇

イギリス ドイツ

イギリス ドイツ

地方公務員

労働基本権議論の実態
～同床異夢・呉越同舟の議論

公務員組合 与野党上げ潮派 労使関係制
度検討委員
会

表向きの理由 基本的人権の回復
（憲法28条から当
然）

基本的人権の回復
正常な労使関係の構築

マネジメント
改善

本音

幹部
悲願達成

一般組合員
給与の上昇を期待

公務員の処遇は高すぎる
公務員人件費削減
リストラのための基本権付与

身分保障なくしてリストラを可
能にする

？

予想される結
果

給与上昇？（上げ潮
派からは給与削減）

給与削減？むしろ、米国の自
治体の例を見ると給与↑
基本権付与≠身分保障はく奪

（上げ潮派の誤解）・・身分保
障は中立性とセット
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① 国家公務員に協約締結権を付与し、労使の合意を基礎として勤務条件
を決定する仕組みを措置する場合、憲法の規定（第15条、第41条、第73条
第4号、第83条）との関係で、国家公務員の勤務条件に関する国会の民主

的統制の在り方（勤務条件の法定の範囲）をどう考えるか。

• 憲法15条1項（公務員を選定し、及び、これを罷免することは国民固有の権利で
ある）

• 国民→国会議員→内閣総理大臣→大臣→国家公務員

• 住民→知事・市長→地方公務員

– 公務員の任免、任免の基準、職務遂行能力の基準、人事評価手続、分限・懲戒基準
→ 民主的に正当化された機関の決定が必要

• 憲法15条2項（すべて公務員は全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない）

– →公務員の中立性・非党派性

– （政治的行為の制限、私企業からの隔離、兼業規制）

– 公務員の人権を制限する範囲

• 憲法の枠内で、民主的に正当化された議会が決定

• 憲法第７３条（「内閣は・・法律の定める基準に従ひ官吏に関する事務を掌理」4号）

– 公務員の勤務条件をどのように国会がコントロールするか

– →国会の判断

• 憲法７３条「法律に定める基準」・・・給与に関して、勤務条件詳細法定主義か概
括法定主義をとるかは立法府の裁量の範囲大

– （国会の議決の程度、法律の規律密度の伸縮は大きい）
（cf. ４法案…検討事項（付則））

• 憲法83条 （国の財政を処理する権限は、国会の議決に基いて、これを行使しなければならない。）

– 支出を伴う勤務条件→財政民主主義による何らかの形での国会の統制必要
– （国会の議決の程度、法律の規律密度の伸縮は大きい）
– But 勤務条件には予算支出を伴わないものもある（ ex. 休暇等）

• もし、自律的労使関係を導入し実効性を求めるのなら
– →国会の個別の統制は最小限とすることが適当
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② 労使の合意を基礎として勤務条件を決定する仕組みを措置する場合、
市場の抑制力が働かないことなどを前提として、適正な勤務条件をどのよう
にして確保するか（国会の民主的統制、専門的な第三者の関与、民間の動

向の調査・公表、交渉の透明性の確保 など）。

• 国会の個別の統制や第三者の関与
→交渉・決定の当事者能力を毀損し労使交渉自体の意義を失わせる

• 交渉の透明性の確保
→現実問題として実効性は？

– 仮に交渉の公開（議事録の公開）があっても「適正な勤務条件」になるか

– 信頼できる民間データ→ 相場観の形成は期待できる。
• but、そもそも民間準拠であるべきか、準拠するとしてもどう準拠するかという根本問題

が残る

• 「市場の抑制力という交渉メカニズム（決着に向かわせる）」の代替物
としては十分でない

組合概要図（2012.６）

ナショナル
公 務 産 別

国公
産別

主 な 単 組
センター

連 合
(669.3万人)

公務労協

(125.5万人) 公務員連絡会

(124.6万人)

国公連合
(9.8万人)

国税労組(3.0万人)、全農林(1.8万人)、

政労連(2.2万人) ほか

自治労(82.0万人)、日教組(26.7万人) ほか

全 労 連

(61.1万人)

公務労組連絡会

(33.2万人)
国公労連
(7.5万人)

全労働(1.7万人)、国交労組(1.4万人)、

全法務(7.5千人)、全司法(7.2千人) ほか

自治労連(16.4万人)、全教(8.9万人) ほか

※ 組合員数は厚生労働省「労働組合基礎調査
（2012年６月末現在）」による。
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③ 労使の合意を基礎として勤務条件を決定する仕組みを措置する場合、
職員の勤務条件の統一性をどのようにして確保するか（複数の職員団体の

併存、職員団体に加入しない職員の存在）。

• 複数組合主義と勤務条件の統一

– 使用者側が「同一の内容でしか合意しない」ということでしか成立せず。
（民間や旧現業の例参照）

• 不服な組合→ストを認めるか、仲裁裁定等の代償措置必要
– 交渉コストは増大 ↑

– （仲裁裁定によっては勤務条件の統一性が図られるとは限らない）

22 17 32 14 15

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

加入状況

連合系 全労連系 未加入 管理職員等 海上保安官等

– Ｃｆ. 米国…排他的交渉代表制

• 複数組合主義によるいくつかの課題

• 組織率の低い組合と協約した協約に基づく勤務条件の変更
→非組合員である公務員を不利益に拘束するとすれば、非
組合員の権利の侵害を正当化できるか。

• 組織率の低い組合との交渉・協約に基づく勤務条件の変更
が国家公務員制度を決定

• →国民に対して正統性を持つか。という問題

6



④ 協約を締結できる職員団体に職員以外の者も加入できるとすることにつ

いてどう考えるか。

• 立法政策の問題
– 職員以外の者が加入できないとする合理的な理由はおそらくない

– ただし、認証要件を甘くすると交渉コストは膨大に

⑤ 協約締結権を付与する職員の範囲についてどう考えるか。また、団結権
が制限される職員や協約締結権が付与されない職員の勤務条件はどのよ

うにして決定したらよいか

• 横切り：本省幹部や管理職

• 縦切り：技能・労務職員、医療職等

– 付与や制約の理由との関係で制度設計が可能か整理するべき

– 引き続き制約を続ける場合は、最低限、使用者側が一方的に決めているの
ではないという何らかの代償措置の制度が必要

⑥ 協約締結権を付与する職員の範囲の拡大に伴い、想定される便益及び
費用の視点としてはどのようなものがあるか。

• 費用
– 物理的コスト・・交渉体制の整備、交渉時間の増加等

– 紛争処理のコスト・・交渉不調の場合

（飛躍的に増大することを危惧）

– （人件費コスト…仲裁依存だと独自カットができず上ぶれするおそれ）

• 便益 or 費用
– 職員サイドのモラール向上や職場の勤務環境改善など

• 将来給付を約束できるか、労使間に信頼関係があるかなどの実際の労
使関係によってどちらにもなり得る

– Cf. ウィスコンシン州の事例
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⑦ 行政運営に責任を負う内閣が、職員の人事・給与制度を主体的に設計・
構築することを可能とする仕組みに改革することが必要ではないかという指

摘についてどう考えるか。

• 労使交渉で決める＝内閣は自由に決められない

（民間企業の使用者同様）

• 必要な手順
– １．現行法でどういう問題があるのかを整理、検証

– ２．不都合な点があるとすれば運用改善で対応できないか検討

• 「内閣」が人事・給与制度を設計する主体として適当か
⇒官民のガバナンスの違いを踏まえて別途検討

⑧ 市場の抑制力が働かないことから、給与などについて労使交渉を行って
も、自主決着することは難しいのではないかという指摘についてどう考える

か。

• 市場の抑制力に代わる有効なメカニズムを見つけるのは困難
（②で述べた通り）。

• 諸外国でどのような体制で臨んでいるかが参照され得る

– 米国→大統領が代替案を議会に提出し決定

– 英国上級幹部→政府が決定 （上級公務員給与審議会が民間情勢等考慮し勧告）

– 英国一般公務員→財務省の示した枠内で各省ごと交渉。合意できない場合は各省が
決定

– ドイツ官吏→労組の意見を考慮しつつ政府が決定

– ドイツ公務被用者→労使交渉により決定。交渉不調の場合は調停手続きに移行

– フランス→政府が改定内容を決定
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労使交渉による水準決定に対する懸念事項
（全都道府県・全市区調査）

6.0%

15.8%

21.6%

41.4%

53.2%

54.3%

81.2%

34.2%

2.6%

39.5%

39.5%

73.7%

81.6%

78.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

その他

職員団体の人員体制が貧弱であり、十分な交渉が可能とは思え

ないこと

労使間の緊張関係の高まりによって住民サービスに影響が出る

こと

当局の交渉能力により、交渉結果が変わってくること

交渉の長期化によって担当職員への負担が増えること

交渉で合意した結果が、議会で否決・修正される可能性があるこ

と

交渉結果によっては、国、他自治体、民間企業との間の不均衡

が発生すること

都道府県 市区

• 都道府県アンケート調査の実施概要(早稲田大学稲継研究室が実施)は以下のと
おりである。

– 設問形式：多肢選択式

– 実施期間：2011年12月6日～2012年1月13日

– 実施手法：郵送にて依頼、電子ファイル様式に回答を入力のうえEメールにて返送

– 対象：全国47都道府県の人事担当課

– 回収状況：38府県（回収率80.9%）

– 詳細は、稲継裕昭・大谷基道著「国家公務員制度改革が都市自治体の人事行政に及ぼす影響・その2－都道府県
及び人事委員会アンケート調査結果との比較から－」『都市とガバナンス』第19号、52‐67頁。
http://www.toshi.or.jp/files/reportg19_4.pdf

• 都市自治体（市区）アンケート調査の実施概要（日本都市センター・早稲田大学
稲継研究室が実施）

– 設問形式：多肢選択式

– 実施期間：2011年7月29日～8月19日

– 実施手法：郵送にて依頼、電子ファイル様式に回答を入力のうえEメールにて返送

– 対象：全809市区の人事担当課

– 回収状況：532市区（回収率65.8%）

– 詳細は、稲継裕昭・大谷基道著「国家公務員制度改革が都市自治体の人事行政に及ぼす影響―市区アンケート調
査の結果から―」『都市とガバナンス』第18号、46‐57頁。http://www.toshi.or.jp/files/reportg18_3_3.pdf
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諸
外
国
の
地
方
公
務
員
の
給
与
決
定
に
つ
い
て

稲
継　

裕
昭

（
早
稲
田
大
学
政
治
経
済
学
術
院
教
授
）

１
．
は
じ
め
に

日
本
の
地
方
公
務
員
制
度
は
、
非
現
業
職
員
に
関
し
、
協
約
締
結
権
・
争
議
権
を
制
約
し
て
い
る
。
そ
の
代
償
措
置
と

し
て
の
人
事
委
員
会
が
都
道
府
県
・
政
令
指
定
都
市
等
に
設
置
さ
れ
、
民
間
給
与
実
態
調
査
を
踏
ま
え
て
公
民
比
較
を
行

い
そ
の
較
差
を
解
消
す
べ
く
給
与
勧
告
を
行
っ
て
い
る
。
人
事
委
員
会
を
置
か
な
い
一
般
の
市
町
村
に
お
い
て
は
、
各
都

道
府
県
等
の
勧
告
を
に
ら
み
つ
つ
、
市
町
村
長
が
給
与
条
例
を
提
案
し
議
会
で
議
決
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

現
行
方
式
が
定
着
し
て
半
世
紀
が
経
過
し
た
が
、
平
成
二
〇
年
に
成
立
し
た
国
家
公
務
員
制
度
改
革
基
本
法
に
お
い
て

は
、
非
現
業
公
務
員
へ
協
約
締
結
権
を
付
与
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
国
民
に
費
用
便
益
を
明
ら
か
に
し
た
上
で
措
置
す
る

も
の
と
す
る
、
と
さ
れ
て
い
た
。

労
働
側
は
「
協
約
締
結
権
の
付
与
は
憲
法
で
認
め
ら
れ
た
基
本
的
人
権
の
回
復
だ
」
と
し
て
付
与
を
強
く
求
め
た
が
、

使
用
者
側
で
あ
る
全
国
知
事
会
や
全
国
市
長
会
は
慎
重
姿
勢
を
崩
さ
な
か
っ
た
。
現
実
に
発
生
し
て
い
る
諸
課
題
や
、
今

後
発
生
し
得
る
問
題
に
つ
い
て
の
懸
念
が
絶
え
な
か
っ
た
か
ら
で
あ
る
。

平
成
二
一
年
九
月
に
民
主
党
政
権
が
誕
生
し
て
以
降
、
国
政
レ
ベ
ル
で
は
、
使
用
者
側
で
あ
る
政
権
政
党
を
労
働
者
側

で
あ
る
連
合
・
公
務
員
組
合
が
政
治
的
に
支
援
し
、
同
じ
サ
イ
ド
に
立
っ
た
。
し
か
し
、
地
方
自
治
体
に
お
い
て
は
民
主

党
単
独
公
認
候
補
が
首
長
に
な
っ
て
い
る
例
は
少
な
く
、
そ
こ
に
大
き
な
ね
じ
れ
が
存
在
し
た
。

民
主
党
政
権
の
誕
生
に
よ
り
、
急
速
に
協
約
締
結
権
付
与
の
方
向
へ
と
舵
が
切
ら
れ
て
い
く
こ
と
に
な
る
。
国
家
公
務

員
に
つ
い
て
は
、「
国
家
公
務
員
の
労
働
関
係
に
関
す
る
法
律
案
（
国
家
公
務
員
労
働
関
係
法
案
）」
が
平
成
二
三
年
六

月
に
国
会
に
提
出
さ
れ
た
。
地
方
公
務
員
に
つ
い
て
も
、
平
成
二
四
年
五
月
に
「
地
方
公
務
員
制
度
改
革
に
つ
い
て
（
素

案
）」
が
公
表
さ
れ
て
協
約
締
結
権
の
方
向
性
が
示
さ
れ
た
が
、
こ
れ
に
対
し
て
は
、
全
国
知
事
会
や
全
国
市
長
会
か
ら

強
い
反
対
表
明
が
出
さ
れ
た
１
。
そ
の
後
、
総
務
省
は
九
月
に
「
地
方
公
務
員
の
自
律
的
労
使
関
係
制
度
に
関
す
る
会
議
」

を
設
置
し
、
報
告
書
を
出
し
て
い
る
。
こ
の
報
告
書
を
受
け
る
形
で
「
地
方
公
務
員
の
労
働
関
係
に
関
す
る
法
律
案
（
地

方
公
務
員
労
働
関
係
法
案
）」
が
、
平
成
二
四
年
一
一
月
一
五
日
（
衆
議
院
解
散
の
前
日
）
に
提
出
さ
れ
た
。
結
局
、「
国

家
公
務
員
労
働
関
係
法
案
」
も
「
地
方
公
務
員
労
働
関
係
法
案
」
も
い
ず
れ
も
解
散
に
よ
り
廃
案
と
な
っ
て
い
る
。
と
り

わ
け
翌
日
解
散
と
い
う
状
況
下
で
「
地
方
公
務
員
労
働
関
係
法
案
」
が
国
会
に
提
出
さ
れ
た
こ
と
に
、
こ
の
問
題
の
政
治

性
が
看
取
で
き
る
。
二
〇
一
二
年
の
後
半
は
、
協
約
締
結
権
を
獲
得
し
よ
う
と
す
る
自
治
労
と
そ
れ
に
慎
重
姿
勢
を
見
せ

【資料３－２】
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る
全
国
知
事
会
・
全
国
市
長
会
と
の
政
治
闘
争
の
様
相
す
ら
示
し
て
い
た
。

そ
も
そ
も
、
地
方
公
務
員
の
給
与
決
定
が
ど
う
あ
る
べ
き
な
の
か
、
労
使
関
係
が
ど
う
あ
る

べ
き
な
の
か
と
い
っ
た
極
め
て
大
き
な
制
度
変
更
に
か
か
わ
る
問
題
は
、
本
来
、
政
治
的
要
素

を
捨
象
し
、
現
場
の
実
態
も
十
分
踏
ま
え
た
上
で
、
冷
静
な
議
論
が
求
め
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ

る
。日

本
に
お
い
て
は
従
来
、
大
き
な
制
度
変
更
を
検
討
す
る
際
に
は
、
諸
外
国
の
制
度
と
の
比

較
考
察
が
行
わ
れ
る
の
が
一
般
的
で
あ
る
。
公
務
員
制
度
に
つ
い
て
も
人
事
院
が
国
際
課
の
中

に
専
属
職
員
を
置
い
て
諸
外
国
公
務
員
制
度
の
研
究
を
進
め
て
き
て
お
り
、
か
な
り
の
ス
ト
ッ

ク
が
あ
る
２
。
諸
外
国
の
国
家
公
務
員
の
給
与
決
定
方
式
等
に
つ
い
て
も
情
報
収
集
に
努
め
て

い
る
。
だ
が
、
地
方
公
務
員
に
関
す
る
国
際
比
較
は
あ
ま
り
行
わ
れ
て
こ
な
か
っ
た
。

そ
こ
で
、
総
務
省
で
は
、
平
成
二
二
年
度
以
来
、
自
治
総
合
セ
ン
タ
ー
の
協
力
の
も
と
、

国
際
比
較
研
究
を
続
け
、
事
実
の
集
積
と
実
態
調
査
を
積
み
重
ね
て
い
る
３
。
本
稿
で
は
、
以

下
、
そ
の
研
究
成
果
を
引
用
し
つ
つ
、
諸
外
国
の
地
方
公
務
員
の
労
働
基
本
権
の
現
状
、
給
与

制
度
や
給
与
決
定
過
程
に
つ
い
て
紹
介
す
る
こ
と
と
す
る
４
。

２
．
諸
外
国
の
国
家
公
務
員
の
給
与
決
定
に
つ
い
て

米
英
独
仏
の
国
家
公
務
員
の
協
約
締
結
権
、
争
議
権
の
付
与
状
況
は
、
表
1
の
と
お
り
で
あ

る
。こ

の
よ
う
な
制
度
の
下
で
、
各
国
に
お
い
て
は
、
次
の
よ
う
な
給
与
決
定
方
式
と
な
っ
て
い
る
。

ま
ず
、
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
給
与
を
は
じ
め
と
す
る
勤
務
条
件
は
ほ
と
ん
ど
連
邦
法
規
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
て
い

る
た
め
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
の
労
使
交
渉
は
行
わ
れ
な
い
。
一
般
俸
給
表
の
俸
給
に
つ
い
て
は
、
雇
用
経
費
指
数
（
労
働

省
労
働
統
計
局
が
発
表
す
る
民
間
賃
金
指
標
）
の
増
加
分
か
ら
〇
・
五
％
を
差
し
引
い
た
割
合
を
改
定
率
と
す
る
。
ま

た
、
地
域
均
衡
給
に
つ
い
て
は
、
大
統
領
給
与
エ
ー
ジ
ェ
ン
ト
が
大
統
領
に
勧
告
す
る
。
い
ず
れ
も
大
統
領
は
代
替
案
を

提
出
で
き
、
実
際
、
改
定
率
を
縮
小
す
る
代
替
案
が
提
出
さ
れ
、
そ
れ
に
基
づ
き
給
与
改
定
が
行
わ
れ
る
こ
と
が
多
い
。

イ
ギ
リ
ス
に
お
い
て
は
、
上
級
公
務
員
と
一
般
職
員
と
で
給
与
決
定
方
式
が
異
な
る
。
上
級
公
務
員
に
つ
い
て
は
、
労

使
交
渉
に
よ
る
給
与
決
定
は
行
わ
れ
て
お
ら
ず
、
上
級
公
務
員
給
与
審
議
会
の
勧
告
を
経
て
決
定
し
て
い
る
。
審
議
会

は
、
首
相
に
勧
告
を
行
う
に
当
た
り
、
内
閣
府
、
労
働
組
合
、
人
事
委
員
会
か
ら
意
見
や
資
料
の
提
出
を
受
け
る
ほ
か
、

課
長
級
、
局
長
級
等
の
階
層
別
の
グ
ル
ー
プ
等
と
の
意
見
交
換
を
実
施
し
て
い
る
。

給
与
は
法
律
の
定
め
は
な
く
、
勧
告
を
受
け
て
、
首
相
が
決
定
す
る
。
議
会
が
関
与
す
る
こ
と
は
な
い
。

一
般
職
員
に
つ
い
て
は
、
給
与
に
関
す
る
権
限
が
大
幅
に
各
省
庁
等
に
委
譲
さ
れ
、
各
省
庁
等
が
独
自
に
、
財
務
省
の

示
す
給
与
歳
出
枠
の
範
囲
内
で
、
労
働
組
合
と
等
級
ご
と
の
俸
給
額
の
改
定
な
ど
の
配
分
に
つ
い
て
交
渉
す
る
。
合
意
す

れ
ば
労
働
協
約
が
締
結
さ
れ
、
合
意
に
至
ら
な
い
場
合
は
、
使
用
者
側
（
各
省
等
）
が
自
ら
の
案
で
決
定
し
通
知
・
実
施

す
る
。
決
定
事
項
は
、
非
同
意
組
合
の
組
合
員
及
び
非
組
合
員
に
も
同
様
に
適
用
さ
れ
る
。
議
会
の
関
与
は
な
い
。

ド
イ
ツ
の
公
務
員
は
、
主
と
し
て
公
権
力
の
行
使
に
携
わ
る
「
官
吏
」
と
私
法
上
の
雇
用
関
係
に
あ
る
「
公
務
被
用

者
」
と
に
分
け
ら
れ
る
。
前
者
は
、
給
与
等
は
法
定
さ
れ
る
た
め
協
約
締
結
権
は
な
い
。
官
吏
の
給
与
は
提
供
さ
れ
た

個
々
の
勤
労
に
対
す
る
直
接
の
報
酬
で
は
な
く
、
職
務
専
念
義
務
に
基
づ
く
勤
務
の
総
体
に
対
す
る
反
対
給
付
で
あ
り
、

表１　諸外国国家公務員の労働基本権
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官
職
に
相
応
し
い
生
活
を
保
障
す
る
た
め
に
支
給
さ
れ
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。
給
与
決
定
の
実
態
と
し
て
は
、
公
務
被

用
者
の
賃
金
交
渉
の
妥
結
状
況
を
踏
ま
え
た
上
で
、
国
の
経
済
・
財
政
状
況
に
一
定
の
配
慮
を
し
て
行
わ
れ
て
お
り
、
給

与
改
定
は
ほ
ぼ
公
務
被
用
者
と
の
バ
ラ
ン
ス
を
取
っ
て
行
わ
れ
て
い
る
。

公
務
被
用
者
は
、
協
約
締
結
権
を
含
む
団
体
交
渉
権
、
争
議
権
を
有
し
て
お
り
、
そ
の
賃
金
は
、
労
使
交
渉
を
経
て
締

結
さ
れ
る
労
働
協
約
に
よ
り
決
定
さ
れ
る
。
連
邦
内
務
大
臣
及
び
市
町
村
代
表
（
連
邦
財
務
大
臣
が
同
席
）
と
、
連
邦
お

よ
び
市
町
村
の
公
務
被
用
者
の
労
働
組
合
が
共
同
で
賃
金
交
渉
が
行
わ
れ
る
。
財
務
大
臣
が
同
席
す
る
こ
と
で
労
働
協
約

と
予
算
と
の
調
整
が
図
ら
れ
て
い
る
。
交
渉
不
調
の
場
合
に
は
、
調
停
の
手
続
に
移
行
す
る
。

フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
は
、
争
議
権
は
認
め
ら
れ
て
い
る
が
、
協
約
締
結
権
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。
政
府
が
給
与
改
定

を
決
定
し
、
政
令
等
の
改
正
に
よ
り
実
施
す
る
。
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
公
務
員
の
俸
給
は
、
労
使
間
の
契
約
に
基
づ
き
労
働

の
対
価
と
し
て
支
払
わ
れ
る
も
の
で
は
な
く
、
各
人
の
職
務
に
合
わ
せ
た
社
会
的
地
位
に
対
し
て
支
給
さ
れ
る
と
の
考
え

方
が
採
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
点
、
ド
イ
ツ
の
官
吏
の
場
合
と
類
似
し
て
い
る
。
最
低
賃
金
に
係
る
基
準
を
除
き
、
民
間
と

の
均
衡
は
特
段
考
慮
さ
れ
な
い
の
が
建
前
で
あ
る
。
改
定
に
先
立
つ
労
使
交
渉
は
認
め
ら
れ
て
い
る
も
の
の
、
開
始
す
る

か
否
か
の
決
定
は
当
局
の
権
限
で
あ
り
、
数
年
に
わ
た
り
給
与
改
定
の
交
渉
自
体
が
開
始
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
も
あ
る
。

３
．
諸
外
国
の
地
方
公
務
員
の
給
与
決
定
概
観

以
上
、
米
英
独
仏
の
国
家
公
務
員
レ
ベ
ル
に
つ
い
て
の
給
与
決
定
の
方
式
に
つ
い
て
見
て
き
た
が
、
地
方
公
務
員
レ
ベ

ル
で
は
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。

ま
ず
、
国
と
地
方
の
公
務
員
の
扱
い
に
つ
い
て
、
同
じ
も
の
と
す
る
か
、
違
う
も
の
と
す
る
の
か
と
い
う
こ
と
で
、
独

仏
型
と
米
英
型
と
い
う
よ
う
に
分
類
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
１
）
独
仏
型

独
仏
型
は
、
地
方
公
務
員
に
つ
い
て
も
、
国
家
公
務
員
と
同
様
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
が
原
則
で
あ
る
。
表
1
で

示
し
た
、
協
約
締
結
権
や
争
議
権
に
つ
い
て
も
、
同
様
で
あ
る
。

フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
は
、
国
家
公
務
員
・
地
方
公
務
員
・
病
院
職
員
を
通
じ
た
公
務
員
法
（
官
吏
法
）
が
存
在
し
、
そ

の
第
一
部
で
共
通
項
目
を
、
第
二
部
で
国
家
公
務
員
に
つ
い
て
、
第
三
部
で
地
方
公
務
員
に
つ
い
て
、
第
四
部
で
病
院
職

員
に
つ
い
て
の
規
定
が
置
か
れ
て
い
る
。
労
働
基
本
権
の
付
与
状
況
、
給
与
決
定
の
方
法
等
に
つ
い
て
も
、
国
家
、
地
方

共
通
で
あ
る
。
国
家
・
地
方
公
務
員
の
俸
給
額
は
、
す
べ
て
国
が
デ
ク
レ
（
政
令
）
で
統
一
的
に
決
定
し
て
い
る
。
俸
給

は
全
国
ど
こ
の
地
方
自
治
体
に
勤
務
し
て
い
て
も
同
じ
で
あ
る
。
こ
れ
に
、
手
当
が
別
途
支
給
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
手

当
の
額
は
、
国
の
デ
ク
レ
で
定
め
ら
れ
て
い
る
も
の
が
多
い
が
、
地
方
に
裁
量
の
あ
る
部
分
も
あ
り
、
実
態
は
不
透
明
な

部
分
が
あ
る
。
上
述
の
よ
う
に
、
民
間
企
業
と
の
均
衡
は
考
慮
さ
れ
な
い
が
、
こ
れ
は
、
公
務
員
の
身
分
規
程
に
よ
っ
て

保
障
さ
れ
た
社
会
的
地
位
に
対
し
て
支
払
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
と
い
う
考
え
方
に
よ
る
。
地
方
自
治
体
レ
ベ
ル
で
の
労
使

交
渉
が
で
き
る
項
目
は
極
め
て
限
定
的
で
、
国
が
法
令
で
定
め
る
範
囲
内
で
の
俸
給
の
昇
給
期
間
や
手
当
の
額
な
ど
に
限

ら
れ
る
。

ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
、
州
公
務
員
や
地
方
自
治
体
公
務
員
の
場
合
も
、
連
邦
公
務
員
同
様
、
官
吏
と
公
務
被
用
者
の
区

別
が
あ
り
、
官
吏
は
協
約
締
結
権
を
持
た
ず
、
給
与
は
法
定
さ
れ
る
。
公
務
被
用
者
は
、
協
約
締
結
権
を
含
む
団
体
交
渉

権
、
争
議
権
を
有
し
て
お
り
、
そ
の
賃
金
は
、
労
使
交
渉
を
経
て
締
結
さ
れ
る
労
働
協
約
に
よ
り
決
定
さ
れ
る
。
州
公
務
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員
に
関
し
て
は
、
一
六
州
の
う
ち
一
四
州
に
つ
い
て
は
統
一
交
渉
体
で
あ
る
ド
イ
ツ
諸
州
賃
金
決
定
共
同
体
を
形
成
し
て

お
り
、
州
の
公
務
被
用
者
の
労
働
組
合
代
表
と
の
間
で
賃
金
交
渉
が
行
わ
れ
る
。
地
方
自
治
体
職
員
（
市
町
村
職
員
）
に

関
し
て
は
、
上
述
の
よ
う
に
、
連
邦
職
員
と
同
一
の
テ
ー
ブ
ル
で
の
交
渉
が
な
さ
れ
る
。

な
お
、
韓
国
の
場
合
も
、
地
方
公
務
員
の
給
与
決
定
は
、
原
則
的
に
国
家
公
務
員
の
給
与
決
定
過
程
に
融
合
さ
れ
た
形

式
で
あ
る
た
め
、
地
方
公
務
員
だ
け
に
適
用
さ
れ
る
給
与
決
定
プ
ロ
セ
ス
は
存
在
し
な
い
。
国
の
行
政
安
全
部
が
民
間
賃

金
、
物
価
水
準
、
経
済
成
長
率
な
ど
を
考
慮
し
た
処
遇
改
善
計
画
案
を
作
成
し
、
い
く
つ
か
の
プ
ロ
セ
ス
を
経
て
国
会
に

上
程
さ
れ
て
可
決
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
労
使
交
渉
で
き
る
項
目
は
極
め
て
限
ら
れ
て
い
る
の
が
実
態
で
あ
る
。

（
２
）
米
英
型

米
英
型
で
は
、
国
家
公
務
員
と
地
方
公
務
員
の
取
り
扱
い
は
異
な
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

ま
ず
、
米
国
の
場
合
、
連
邦
公
務
員
は
連
邦
公
務
員
法
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
の
に
対
し
て
、
州
公
務
員
お
よ
び
地
方

自
治
体
職
員
は
、
各
州
の
公
務
員
関
連
法
の
適
用
を
受
け
る
。
し
た
が
っ
て
、
給
与
を
は
じ
め
と
す
る
勤
務
条
件
の
決
定

方
法
が
、
団
体
交
渉
に
よ
る
の
か
否
か
、
さ
ら
に
は
争
議
行
為
ま
で
認
め
ら
れ
る
か
に
つ
い
て
は
、
州
に
よ
っ
て
極
め
て

バ
ラ
エ
テ
ィ
に
富
む
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
ア
リ
ゾ
ナ
州
の
よ
う
に
、
州
創
設
以
来
、
州
政
府
職
員
に
団
体
交
渉
権
、
協

約
締
結
権
、
争
議
権
を
全
く
認
め
て
こ
な
か
っ
た
州
も
少
な
く
な
い
。
ア
リ
ゾ
ナ
州
で
は
、
政
府
が
提
案
し
た
給
与
改
定

案
を
議
会
が
承
認
す
る
だ
け
の
手
続
き
と
な
っ
て
い
る
。
改
定
案
の
作
成
に
際
し
て
、
担
当
部
局
が
参
考
に
す
る
の
が
、

第
三
者
が
行
う
州
内
の
民
間
企
業
調
査
、
中
部
・
南
東
部
州
（
公
務
員
）
給
与
調
査
、
他
の
市
場
調
査
（
消
費
者
物
価
指

数
な
ど
）
で
あ
り
、
こ
れ
ら
を
参
考
と
し
て
改
定
案
が
作
成
さ
れ
る
。

カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
お
よ
び
州
内
の
地
方
自
治
体
職
員
の
場
合
は
、
団
体
交
渉
権
や
争
議
権
が

認
め
ら
れ
て
い
る
が
、
給
与
改
定
に
関
し
て
の
労
使
交
渉
で
合
意
が
得
ら
れ
な
い
場
合
は
、
使
用

者
側
が
「
最
終
決
定
か
つ
最
良
で
あ
る
提
案
（last, best, and final offer

）」
を
施
行
す
る
。

そ
の
意
味
で
は
、
協
約
締
結
権
は
不
完
全
な
も
の
で
あ
る
。
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
は
、
二
〇
一
〇

年
の
共
和
党
政
権
誕
生
に
よ
り
、
従
来
認
め
ら
れ
て
い
た
団
体
交
渉
権
な
ど
が
大
き
く
制
約
さ
れ

る
法
律
が
可
決
さ
れ
て
い
る
。
全
米
で
そ
の
よ
う
な
動
き
も
起
き
て
い
る
。
ま
た
、
財
政
難
の
場

合
は
、
各
州
に
お
い
て
レ
イ
オ
フ
が
な
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
こ
と
に
も
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
だ

ろ
う
。

英
国
の
場
合
は
、
地
方
公
務
員
に
関
し
て
は
、
統
一
的
な
地
方
公
務
員
法
と
い
っ
た
定
め
は
な

い
。
労
働
関
係
に
つ
い
て
は
、
民
間
と
同
様
の
労
働
関
係
法
の
適
用
を
受
け
、
団
体
交
渉
権
、
協

約
締
結
権
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
争
議
権
は
禁
止
す
る
立
法
上
の
措
置
が
な
く
、「
禁
止
さ
れ
て

い
な
い
」。
多
く
の
自
治
体
に
お
い
て
は
、
全
国
レ
ベ
ル
の
労
使
交
渉
（
ホ
イ
ッ
ト
レ
ー
シ
ス
テ

ム
）
で
決
定
さ
れ
た
給
料
基
準
を
も
と
に
給
与
決
定
を
し
て
い
る
が
、
そ
こ
か
ら
脱
退
し
た
自
治

体
（
オ
プ
ト
ア
ウ
ト
自
治
体
）
も
増
え
て
き
て
い
る
。

具
体
的
な
給
与
決
定
の
交
渉
に
お
い
て
は
、
ホ
イ
ッ
ト
レ
ー
シ
ス
テ
ム
に
入
っ
て
い
る
自
治
体

の
場
合
は
、
全
国
レ
ベ
ル
の
ホ
イ
ッ
ト
レ
ー
協
議
会
（
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
と
ウ
ェ
ー
ル
ズ
で
一
八
団

体
。
職
種
別
な
ど
）
に
お
い
て
、
使
用
者
代
表
と
労
働
組
合
の
代
表
が
、
給
料
基
準
、
改
定
率
な

ど
に
つ
い
て
交
渉
を
行
う
。
こ
の
全
国
レ
ベ
ル
の
基
準
や
改
定
率
を
そ
の
ま
ま
使
用
す
る
準
拠
自

表２　諸外国地方公務員の労働基本権
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治
体
の
場
合
は
、
個
別
の
自
治
体
レ
ベ
ル
で
の
給
与
改
定
に
関
す
る
労
使
交
渉
を
行
わ
な
い
。
非
準
拠
自
治
体
の
場
合

は
、
全
国
レ
ベ
ル
の
基
準
や
改
定
率
は
最
低
基
準
の
意
味
を
持
ち
、
そ
れ
を
ベ
ー
ス
と
し
て
労
使
交
渉
を
行
う
こ
と
に
な

る
。
な
お
、
オ
プ
ト
ア
ウ
ト
自
治
体
の
場
合
は
、
民
間
調
査
会
社
の
デ
ー
タ
に
基
づ
い
た
り
、
他
の
指
標
を
用
い
た
り
す

る
な
ど
し
て
、
個
別
の
交
渉
が
な
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

４
．
お
わ
り
に

以
上
み
て
き
た
よ
う
に
、
各
国
の
地
方
公
務
員
の
労
働
基
本
権
や
給
与
決
定
方
法
に
つ
い
て
は
、
ま
ず
、
国
と
同
様
の

法
制
と
す
る
か
ど
う
か
で
大
き
な
分
か
れ
道
が
あ
る
。

日
本
で
は
、
昭
和
二
〇
年
代
の
は
じ
め
、
官
公
吏
法
案
（
国
家
公
務
員
法
と
地
方
公
務
員
法
の
統
一
法
典
の
制
定
）
が

提
案
さ
れ
た
こ
と
も
あ
っ
た
が
、
そ
の
後
、
結
局
は
別
々
の
法
律
と
し
て
制
定
さ
れ
た
５
。

別
々
の
法
律
と
は
な
っ
た
も
の
の
、
地
方
公
務
員
法
の
多
く
の
規
定
は
国
家
公
務
員
法
の
規
定
に
準
拠
す
る
も
の
で
あ

る
。
た
だ
し
、
労
働
基
準
法
の
適
用
の
有
無
や
、
政
治
活
動
の
制
限
の
範
囲
な
ど
重
要
な
点
で
の
相
違
が
あ
る
。
協
約
締

結
権
や
争
議
権
に
つ
い
て
、
あ
る
い
は
、
給
与
決
定
方
式
に
つ
い
て
、
国
家
公
務
員
と
地
方
公
務
員
に
つ
い
て
同
等
の
規

定
と
す
る
必
然
性
は
必
ず
し
も
な
い
。

国
家
公
務
員
の
協
約
締
結
権
等
の
規
定
が
決
定
さ
れ
た
後
、
地
方
公
務
員
に
つ
い
て
、
国
家
公
務
員
と
同
様
の
規
定
の

仕
方
と
す
る
の
か
（
独
仏
型
）、
国
家
公
務
員
と
は
異
な
る
規
定
の
仕
方
と
す
る
の
か
（
米
英
型
）
が
ま
ず
問
わ
れ
る
こ

と
に
な
る
。

そ
の
際
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
の
は
、
国
の
場
合
の
使
用
者
と
地
方
自
治
体
の
場
合
の
使
用
者
の
選
ば
れ
方
の
違
い
で

あ
る
。
議
院
内
閣
制
を
と
っ
て
い
る
国
の
場
合
、
労
働
組
合
側
が
、
使
用
者
で
あ
る
大
臣
の
ポ
ス
ト
を
左
右
す
る
立
場
に

は
な
い
。
こ
れ
に
対
し
て
、
一
部
の
地
方
自
治
体
に
お
い
て
は
、
労
働
組
合
が
首
長
選
挙
の
際
の
集
票
マ
シ
ー
ン
と
な
っ

て
い
た
実
態
も
報
じ
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
自
治
体
で
は
、
労
働
組
合
と
首
長
は
政
治
的
運
命
共
同
体
と
な
っ
て
お

り
、
緊
張
感
の
あ
る
労
使
関
係
は
築
か
れ
に
く
い
。
労
使
に
お
け
る
給
与
決
定
を
フ
リ
ー
ハ
ン
ド
と
し
た
場
合
、
お
手
盛

り
が
な
さ
れ
る
危
険
性
も
あ
り
、
そ
の
場
合
、
不
利
益
を
被
る
の
は
最
終
的
に
住
民
で
あ
る
。
地
方
公
務
員
の
給
与
決
定

方
式
を
検
討
す
る
際
に
は
、
こ
の
よ
う
な
実
態
を
十
分
に
調
査
し
た
上
で
の
慎
重
な
検
討
が
必
要
に
な
っ
て
く
る
。

こ
の
点
は
、
国
際
比
較
を
す
る
際
に
も
必
要
な
視
点
で
あ
る
。
国
家
公
務
員
制
度
の
国
際
比
較
に
比
べ
て
、
地
方
公
務

員
制
度
の
国
際
比
較
に
お
い
て
留
意
す
る
必
要
の
あ
る
の
は
、
使
用
者
側
が
住
民
か
ら
ど
の
よ
う
な
仕
組
み
で
選
出
さ
れ

て
い
る
か
で
あ
る
。
フ
ラ
ン
ス
の
よ
う
に
、
住
民
は
議
員
を
選
び
、
議
員
の
中
か
ら
代
表
者
で
あ
る
市
長
兼
議
長
を
選
出

す
る
国
も
多
い
。
イ
ギ
リ
ス
も
二
〇
〇
〇
年
ま
で
は
全
て
の
自
治
体
で
そ
の
よ
う
な
仕
組
み
だ
っ
た
。
そ
の
後
、
五
％
ほ

ど
の
自
治
体
は
直
接
公
選
首
長
制
度
に
移
行
し
た
が
、
従
来
の
選
出
方
法
の
自
治
体
の
方
が
圧
倒
的
に
多
い
。
ド
イ
ツ

は
、
元
々
は
フ
ラ
ン
ス
同
様
の
選
出
方
法
だ
っ
た
が
、
南
独
地
域
を
中
心
に
直
接
公
選
へ
と
移
行
し
て
い
る
と
こ
ろ
も
多

い
。こ

の
よ
う
な
二
つ
の
視
点
、
つ
ま
り
、
国
家
公
務
員
と
同
様
の
仕
組
み
と
し
て
い
る
か
ど
う
か
、
首
長
の
選
出
方
法
が

直
接
公
選
に
よ
る
か
否
か
、
と
い
う
点
を
念
頭
に
置
き
つ
つ
、
国
際
比
較
か
ら
の
知
見
を
引
き
出
す
こ
と
が
肝
要
で
あ

る
。
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＊
よ
り
詳
細
な
、
諸
外
国
の
地
方
公
務
員
の
給
与
決
定
方
式
に
つ
い
て
は
、
注
２
、
３
の
文
献
の
他
、
平
成
二
五
年
三

月
公
表
予
定
の
「
諸
外
国
の
地
方
公
務
員
の
給
与
決
定
に
関
す
る
調
査
研
究
会
」
報
告
書
を
参
照
さ
れ
た
い
。（
調
査

研
究
会
構
成
員
は
、
稲
継
（
座
長
、
ア
メ
リ
カ
）、
出
雲
明
子
東
海
大
学
准
教
授
（
イ
ギ
リ
ス
）、
下
井
康
史
筑
波
大
学

教
授
（
フ
ラ
ン
ス
）、
申
龍
徹
法
政
大
学
准
教
授
（
韓
国
）、
山
本
隆
司
東
京
大
学
教
授
（
ド
イ
ツ
）
の
五
人
で
あ
る
。）

１ 　

全
国
知
事
会
「
地
方
公
務
員
の
新
た
な
労
使
関
係
制
度
に
関
す
る
決
議
」（
平
成
二
四
年
五
月
一
八
日
）
で
は
、

素
案
に
つ
い
て
、「
地
方
が
受
け
入
れ
る
こ
と
の
で
き
な
い
内
容
で
あ
る
。」「
本
会
と
し
て
は
、
上
記
の
指
摘
を
含

め
、
地
方
の
意
見
を
真
摯
に
反
映
し
た
制
度
見
直
し
案
と
し
な
け
れ
ば
、
地
方
公
務
員
の
新
た
な
労
使
関
係
制
度
の

法
案
化
に
は
反
対
で
あ
る
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。」
と
強
い
ト
ー
ン
の
反
対
決
議
を
行
っ
て
い
る
。

２ 　

成
果
物
の
例
と
し
て
、「
第
2
部 

公
務
員
給
与
の
決
定
過
程
〜
諸
外
国
の
実
態
と
我
が
国
の
課
題
〜
」
人
事
院

『
平
成
23
年
度
年
次
報
告
書
』
二
〇
一
二
年
、
二
六

－

八
〇
頁
。
ま
た
、
村
松
岐
夫
編
著
『
公
務
員
制
度
改
革―

米
・
英
・
独
・
仏
の
動
向
を
踏
ま
え
て
』
学
陽
書
房
、
二
〇
〇
八
年
。

３ 　

平
成
二
二
年
度
「
新
た
な
地
方
公
務
員
制
度
に
お
け
る
給
与
決
定
に
関
す
る
調
査
研
究
会
」、
平
成
二
三
年
度
、

二
四
年
度
「
諸
外
国
の
地
方
公
務
員
の
給
与
決
定
に
関
す
る
調
査
研
究
会
」。
報
告
書
は
、http://w

w
w
.jichi-

sogo.jp/docum
ent

か
ら
入
手
可
能
。

４ 　

研
究
成
果
の
一
部
は
、
既
に
上
述
の
報
告
書
で
発
表
さ
れ
て
い
る
ほ
か
、『
地
方
公
務
員
月
報
』
平
成
二
三
年
三

月
号
（
宮
本
課
長
補
佐
、
米
国
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
）、
九
月
号
（
稲
継
、
米
国
ア
リ
ゾ
ナ
州
、
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン

州
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
）、
一
二
月
号
（
野
村
課
長
補
佐
、
ド
イ
ツ
）、
平
成
二
四
年
二
月
号
（
藤
巻
係
長
、
フ
ラ

ン
ス
）、
一
〇
月
号
（
宮
川
係
長
、
韓
国
）、
一
二
月
号
（
堀
井
室
長
、
米
国
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
）、
平
成
二
五
年

一
月
号
（
小
橋
課
長
補
佐
、
米
国
ノ
ー
ス
カ
ロ
ラ
イ
ナ
州
）
に
お
い
て
、
各
国
別
の
報
告
が
な
さ
れ
て
い
る
。　

５ 　

こ
の
間
の
経
緯
に
つ
い
て
は
、
拙
著
『
人
事
・
給
与
と
地
方
自
治
』
東
洋
経
済
、
二
〇
〇
〇
年
、
第
一
部
参
照
。
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実
に
基
づ
き
勤
務
実
績
が
よ
く
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合

で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
職
務
の
級
に
分
類
さ
れ
て
い
る
職

務
を
遂
行
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合

で
あ
っ
て
、
指
導
そ
の
他
の
人
事
院
が
定
め
る
措
置
を
行

っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
勤
務
実
績
が
よ
く
な
い
状

態
が
改
善
さ
れ
な
い
場
合
に
お
い
て
、
各
庁
の
長
が
必
要

が
あ
る
と
認
め
る
と
き
と
さ
れ
て
い
る
（
人
規
一
一―

一

〇
第
五
条
）。

（
注
）「
人
事
院
が
定
め
る
措
置
」
は
⑴
①
の
（
注
）
と

同
じ

②
降
号
の
場
合
の
号
俸

職
員
を
降
号
さ
せ
る
場
合
に
お
け
る
そ
の
者
の
号
俸

は
、
降
号
し
た
日
の
前
日
に
受
け
て
い
た
号
俸
よ
り
二
号

俸
下
位
の
号
俸
と
な
る
（
人
規
九―

八
第
四
二
条
）。

（参考）降給に係る手続きの流れ

は
じ
め
に

二
〇
一
一
年
六
月
三
日
、
国
家
公
務
員
の
労
働
関
係
に
関
す
る

法
律
案
が
国
会
に
上
程
さ
れ
た
。
国
家
公
務
員
制
度
改
革
基
本
法

（
二
〇
〇
八
年
）
第
一
二
条
に
基
づ
き
自
律
的
労
使
関
係
制
度
を

措
置
す
る
た
め
、
非
現
業
国
家
公
務
員
に
協
約
締
結
権
を
付
与
す

る
点
が
ポ
イ
ン
ト
で
あ
る
。
こ
れ
に
伴
い
、
団
体
交
渉
の
対
象
事

項
、
当
事
者
及
び
手
続
、
団
体
協
約
の
効
力
、
不
当
労
働
行
為
事

件
の
審
査
、
あ
っ
せ
ん
、
調
停
及
び
仲
裁
等
に
つ
い
て
定
め
を
置

い
て
い
る
。
平
仄
を
併
せ
る
形
で
、
今
ま
で
基
本
権
制
約
の
代
償

措
置
と
し
て
置
か
れ
て
き
た
人
事
院
を
廃
止
し
、
公
務
員
庁
を
設

置
す
る
点
に
つ
い
て
は
、
同
時
に
提
出
さ
れ
た
国
家
公
務
員
法
改

正
案
及
び
公
務
員
庁
設
置
法
案
に
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

一
九
四
八
年
に
改
正
国
家
公
務
員
法
が
制
定
さ
れ
て
以
来
、
六

〇
年
以
上
に
わ
た
っ
て
公
務
員
の
労
働
基
本
権
は
制
約
さ
れ
て
き

た
が
、
労
働
組
合
側
（
特
に
、
全
国
連
合
組
織
の
幹
部
）
に
と
っ

て
は
そ
の
回
復
が
悲
願
と
な
っ
て
き
た
１
。
今
回
の
改
正
は
、
行

政
改
革
推
進
本
部
専
門
調
査
会
（
佐
々
木
毅
座
長
）
報
告
（「
公

務
員
の
労
働
基
本
権
の
あ
り
方
に
つ
い
て
」
二
〇
〇
七
年
一
〇
月

一
九
日
）
や
、
国
家
公
務
員
制
度
改
革
推
進
本
部
の
労
使
関
係
制

米
国
地
方
公
務
員
の
労
働
基
本
権―

ア
リ
ゾ
ナ
州
、
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン

州
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
の
現
地
調
査
を
も
と
に

稲
継　

裕
昭

（
早
稲
田
大
学
政
治
経
済
学
術
院
教
授
）

【資料３－３】
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度
検
討
委
員
会
（
今
野
浩
一
郎
座
長
）
報
告
（「
自
律
的
労
使
関

係
制
度
の
措
置
に
向
け
て
」
二
〇
〇
九
年
一
二
月
一
五
日
）
な
ど

を
経
て
検
討
さ
れ
て
き
た
議
論
に
基
づ
い
た
も
の
で
あ
る
。

だ
が
、
こ
れ
ら
の
委
員
会
等
に
お
い
て
、
大
部
分
の
時
間
を
か

け
て
議
論
さ
れ
て
き
た
の
は
、
国
家
公
務
員
に
関
す
る
も
の
で
あ

り
、
そ
の
適
用
対
象
は
非
現
業
の
一
般
職
国
家
公
務
員
約
三
〇
万

人
程
度
に
す
ぎ
な
い
。
他
方
、
全
国
に
約
二
八
〇
万
人
存
在
す
る

地
方
公
務
員
に
つ
い
て
の
労
働
基
本
権
に
つ
い
て
は
、
労
使
関
係

制
度
検
討
委
員
会
に
お
い
て
、
ご
く
わ
ず
か
議
論
さ
れ
た
に
す
ぎ

ず
、
本
格
的
な
議
論
は
ほ
と
ん
ど
な
さ
れ
て
こ
な
か
っ
た
。

従
来
、
日
本
の
公
務
員
法
制
に
お
い
て
は
、
国
家
公
務
員
に
つ

い
て
の
法
律
改
正
が
あ
る
と
、
こ
れ
に
平
仄
を
あ
わ
せ
る
形
で
の

地
方
公
務
員
法
の
改
正
も
多
く
、
今
回
の
公
務
員
労
働
法
制
に
つ

い
て
も
、
国
家
公
務
員
制
度
改
革
基
本
法
及
び
同
法
等
に
基
づ
く

「
改
革
の
全
体
像
」
に
お
い
て
「
地
方
公
務
員
の
労
働
基
本
権
の

在
り
方
に
つ
い
て
は
（
中
略
）
国
家
公
務
員
の
労
使
関
係
制
度
に

係
る
措
置
と
の
整
合
性
を
も
っ
て
、
速
や
か
に
検
討
を
進
め
る
」

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
公
務
員
法
制
に
関
し
て
国
と
地
方
に
お
い
て

同
じ
規
定
の
仕
方
を
す
る
か
否
か
は
、
諸
外
国
を
比
較
し
た
場

合
、
一
様
で
は
な
い
。
フ
ラ
ン
ス
の
よ
う
に
、
国
家
公
務
員
と
地

方
公
務
員
に
つ
い
て
、
一
本
の
法
律
で
決
め
て
い
る
と
こ
ろ
も
あ

れ
ば
、
今
回
紹
介
す
る
米
国
の
よ
う
に
、
連
邦
公
務
員
に
つ
い
て

の
規
定
と
、
各
州
公
務
員
の
規
定
、
さ
ら
に
は
各
州
内
の
自
治
体

（
カ
ウ
ン
テ
ィ
や
市
な
ど
）
に
つ
い
て
極
め
て
多
様
な
定
め
方
や

実
態
と
な
っ
て
い
る
例
も
あ
る
。
こ
れ
ま
で
米
国
の
「
連
邦
」
公

務
員
の
労
働
基
本
権
に
つ
い
て
は
、
し
ば
し
ば
紹
介
さ
れ
ま
た
参

照
さ
れ
て
き
た
が
、
州
レ
ベ
ル
や
自
治
体
レ
ベ
ル
に
お
け
る
実
態

に
触
れ
た
も
の
は
極
め
て
少
な
か
っ
た
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、

米
国
の
幾
つ
か
の
州
に
お
け
る
労
働
基
本
権
に
つ
い
て
実
態
調
査

を
基
に
紹
介
す
る
こ
と
と
す
る
２
。

１
．
米
国
公
務
員
の
労
働
基
本
権
の
概
要

⑴　

連
邦
政
府
職
員
の
場
合
３

米
国
の
連
邦
公
務
員
の
場
合
は
、
原
則
と
し
て
団
結
権
は
認
め

ら
れ
て
い
る
４
が
、
外
交
官
、
司
法
省
Ｆ
Ｂ
Ｉ
職
員
、
Ｃ
Ｉ
Ａ
職

員
、
連
邦
労
使
関
係
庁
職
員
な
ど
に
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。
団

体
交
渉
権
、
と
り
わ
け
協
約
締
結
権
は
、
伝
統
的
に
否
定
さ
れ
て

い
た
が
、
民
主
党
ケ
ネ
デ
ィ
大
統
領
政
権
時
代
の
一
九
六
二
年
に

一
定
の
範
囲
で
容
認
さ
れ
、
同
じ
く
民
主
党
カ
ー
タ
ー
大
統
領
政

権
下
の
一
九
七
八
年
に
法
律
化
さ
れ
た
。
争
議
権
は
、
政
府
に
対

す
る
不
当
労
働
行
為
と
し
て
禁
止
さ
れ
て
お
り
、
単
純
参
加
も
含

め
て
、
違
反
は
刑
法
違
反
と
な
り
、
刑
事
罰
が
課
せ
ら
れ
る
５
。

団
体
交
渉
権
の
内
容
に
つ
い
て
具
体
的
に
述
べ
る
と
、
協
約
締

結
の
対
象
範
囲
は
「
雇
用
条
件
（condition of em

ploym
ent

）」

と
さ
れ
て
お
り
、「
勤
務
条
件
に
影
響
を
及
ぼ
す
人
事
上
の
政

策
、
慣
行
及
び
事
項
」
を
指
す
も
の
と
さ
れ
る
が
、
給
与
、
勤
務

時
間
等
法
令
に
よ
り
定
め
ら
れ
る
も
の
な
ど
は
除
外
さ
れ
て
い

る
。
い
わ
ゆ
る
管
理
運
営
事
項
も
団
体
交
渉
及
び
協
約
締
結
の
対

象
か
ら
除
外
さ
れ
て
い
る
６
。

実
際
の
交
渉
は
、
各
機
関
単
位
で
行
わ
れ
る
。
具
体
的
に
は
、

連
邦
労
使
関
係
庁
に
認
め
ら
れ
た
各
機
関
内
の
排
他
的
代
表
が
、

機
関
内
す
べ
て
の
職
員
の
利
益
を
代
表
し
て
当
局
と
の
間
で
交
渉

を
行
い
、
協
約
を
締
結
す
る
。
協
約
の
締
結
範
囲
が
限
定
的
で
あ

る
た
め
（
実
際
の
協
約
は
法
定
事
項
や
管
理
運
営
事
項
の
実
施
手

続
や
実
施
方
法
に
関
す
る
も
の
が
ほ
と
ん
ど
で
あ
る
）、
協
約
の

内
容
が
法
令
の
改
廃
を
生
じ
さ
せ
る
こ
と
や
政
府
や
議
会
の
方
針

に
反
す
る
協
約
が
締
結
さ
れ
る
こ
と
は
あ
り
え
な
い
。

⑵　

州
政
府
職
員
、
地
方
自
治
体
職
員
の
場
合

給
与
を
は
じ
め
と
す
る
勤
務
条
件
の
決
定
方
法
が
、
団
体
交
渉

に
よ
る
の
か
否
か
、
さ
ら
に
は
争
議
行
為
ま
で
認
め
ら
れ
る
か
に

つ
い
て
は
、
州
に
よ
っ
て
様
々
で
あ
る
。
そ
も
そ
も
米
国
で
は
民

間
労
働
者
に
つ
い
て
も
連
邦
憲
法
上
、
団
体
交
渉
権
や
ス
ト
権
を

保
障
し
た
規
定
は
存
在
せ
ず
、
一
九
三
五
年
の
全
国
労
働
関
係

法
（
ワ
グ
ナ
ー
法
）
に
結
実
し
た
連
邦
議
会
の
労
働
政
策
に
よ
っ

て
創
設
さ
れ
た
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
法
律
で
は
公
務
員
は

除
外
さ
れ
て
い
る
。
州
政
府
や
地
方
自
治
体
職
員
に
つ
い
て
は
、

各
州
の
立
法
、
州
司
法
長
官
意
見
、
州
知
事
命
令
、
判
例
等
に
委

ね
ら
れ
て
お
り
、
各
州
の
一
覧
表
を
つ
く
っ
て
も
ま
だ
ら
模
様
と

な
る
。
こ
の
状
態
を
指
し
て
、「
ご
ち
ゃ
混
ぜ
（hodgepodge

）」

と
表
現
す
る
学
者
も
い
る
７
。

実
際
、
団
体
交
渉
権
の
付
与
状
況
を
み
る
と
表
１
の
よ
う
に

な
る
。
表
の
中
で
、
Ｘ
はCollective bargaining Provisions

（
団
体
交
渉
条
項
）
を
有
し
て
い
る
（
協
約
締
結
権
を
含
む
）
場

合
を
表
し
、
Ｙ
はM

eet and Confer Provisions

（
面
会
お
よ
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表１　各州の団体交渉権（2007年時点）
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び
協
議
条
項
。
話
し
合
う
が
締
結
権
を
持
た
な
い
。
話
し
合
い
の

後
、
採
用
側
が
一
方
的
に
決
定
で
き
る
）
を
有
し
て
い
る
場
合
を

表
す
８
。
図
で
見
る
と
（
図
１
）
ま
だ
ら
模
様
で
あ
る
こ
と
が
わ

か
る
。
傾
向
と
し
て
は
、
南
部
の
方
で
白
い
州
（
団
体
交
渉
権
等

が
一
切
与
え
ら
れ
て
い
な
い
州
）
が
目
立
っ
て
い
る
。
ま
た
、
ス

ト
ラ
イ
キ
に
つ
い
て
は
、
多
く
の
州
で
禁
止
さ
れ
て
い
る
が
、
認

め
ら
れ
て
い
る
州
が
一
三
存
在
す
る
（
表
２
）。

歴
史
的
に
見
て
み
る
と
、
一
九
四
〇
年
代
ま
で
に
民
間
企
業
労

働
者
に
争
議
権
を
含
む
労
働
基
本
権
が
与
え
ら
れ
た
の
に
対
し
、

公
務
部
門
に
お
け
る
基
本
権
付
与
の
動
き
は
一
九
六
〇
年
代
ま
で

本
格
的
で
は
な
か
っ
た
。
公
務
の
特
殊
性
、
中
立
性
、
国
民
・
地

域
住
民
が
そ
れ
を
望
ま
な
か
っ
た
こ
と
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
要
因

が
あ
る
と
さ
れ
る
９
。

公
的
部
門
に
お
い
て
労
働
組
合
の
組
織
化
を
当
局
が
最
初
に

認
め
た
の
は
、
一
九
五
四
年
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
市
で
あ
る
。
ロ
バ

ー
ト
・
ワ
グ
ナ
ー
市
長
が
、
団
結
権
を
認
め
る
行
政
命
令
を
出
し

た
。
同
市
で
は
、
一
九
五
八
年
か
ら
団
体
交
渉
が
開
始
さ
れ
て
い

る
。州

レ
ベ
ル
で
は
、
一
九
五
九
年
に
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
で
は
じ

CA
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Collective Bargaining Policy
No Collective Bargaining

Non-Comprehensive

Comprehensive

図１　各州における団体交渉権の付与状況一覧

資料出所　Richard Kearney, “Labor Relations in the Public Sector: 4th edition”, 
CRC Press, 2009, p65, Figure3.1
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め
て
団
体
交
渉
が
開
始
さ
れ
て
い
る
。
州
都
マ
デ
ィ
ソ
ン
は
、

A
FSCM

E

10
の
前
身
で
あ
る
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
職
員
連
合
が

設
立
（
一
九
三
二
年
）
さ
れ
た
地
で
も
あ
る
。
た
だ
こ
の
時
は
、

州
政
府
職
員
に
は
団
体
交
渉
権
が
与
え
ら
れ
ず
、
州
内
の
自
治
体

職
員
に
だ
け
与
え
ら
れ
た
11
。
州
政
府
職
員
に
も
与
え
ら
れ
た
の

は
、
一
九
六
七
年
の
こ
と
に
な
る
12
。

一
九
六
〇
年
代
か
ら
一
九
七
〇
年
代
は
公
務
員
組
合
運
動
の
拡

大
の
時
期
で
あ
っ
た
。
最
も
大
き
な
き
っ
か
け
と
な
っ
た
の
は
、

先
述
し
た
一
九
六
二
年
の
ケ
ネ
デ
ィ
大
統
領
政
権
時
代
の
連
邦
政

府
職
員
に
対
す
る
、
一
定
の
労
働
基
本
権
の
付
与
で
あ
っ
た
。
こ

れ
が
、
各
州
に
お
け
る
運
動
に
火
を
つ
け
る
形
に
な
り
、
団
体
交

渉
権
を
認
め
る
州
も
次
第
に
増
え
て
い
っ
た
。

し
か
し
な
が
ら
他
方
で
、
一
九
七
三
年
の
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
に

よ
る
リ
セ
ッ
シ
ョ
ン
以
降
の
停
滞
期
を
経
験
す
る
と
、
各
地
で
ス

ト
が
頻
発
し
て
、
民
意
が
離
れ
て
い
っ
た
。
ス
ト
に
対
抗
す
る
手

段
と
し
て
、
雇
用
主
で
あ
る
各
州
や
自
治
体
政
府
側
は
、
レ
イ
オ

フ
に
よ
る
行
政
整
理
を
行
う
こ
と
と
な
っ
て
い
っ
た
。

そ
の
後
、
労
使
関
係
は
安
定
し
て
い
る
か
に
見
え
た
が
、
二
〇

〇
八
年
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
、
新
た
な
局
面
を
迎
え
る
こ
と

表２　ストライキ権の認められている州（2008年現在）

州名 認められている職員
の種類 政策

アラスカ 全ての職員 警察、消防、矯正、病院勤務者は除く。公益企業、衛生、除雪、教員につい
ては、調停が上手くいかなかった場合に限定される。

カリフォルニア いくつかの市職員
カリフォルニア州最高裁判決では、一般の (nonessential) 公務員については、
公衆の健康や安全に差し迫った危険をもたらすものでない限り、合法である
としている。

コロラド 全ての職員 コロラド州最高裁判決が公務員のストを合法と認めている。

ハワイ 全ての職員 一定の条件、手続きのもとにストが認められる。公衆の健康や安全を危険に
さらすものや消防職員のストは非合法。

イリノイ 全ての職員 一定の条件、手続きのもとにストが認められる。公衆の健康や安全を危険に
さらすものは禁止。消防、法執行、安全保障関連職員はスト権はない。

ルイジアナ 全ての職員 ルイジアナ州最高裁判決が公務員のストを合法と認めている。

ミネソタ 全ての職員 雇用者側が仲裁の要求を拒んだ場合などを除き、ストは禁止。例外的に許さ
れる場合も、一定の手続きを経ることが必要。

モンタナ 公衆関連看護師 一定の条件のもとにストが可能。
オハイオ 全ての職員 調停など一定の条件が必要。公衆安全の職員はスト不可。
オレゴン 全ての職員 調停など一定の条件が必要。警察、消防などはスト権はない。

ペンシルバニア
全ての職員 ( 刑務官、
裁判所職員、警察、
消防を除く )

一定の手続きのもとに認められる。ただし、公衆の健康や安全、福祉に危険
をもたらす場合は不可。

バーモント 市職員
一定の条件のもとに認められる。ただし、公衆の健康や安全、福祉に危険を
もたらす場合は不可。教員は健全な教育プログラムを危険にさらす場合には
スト禁止。州公務員はスト権はない。

ウィスコンシン 市職員、教員 一定の条件のもとにストが可能。公衆の健康や衛生、福祉に切迫した脅威を
もたらす場合は非合法。警察、消防、州政府公務員にはスト権はない。

資料出所：Richard Kearney, “Labor Relations in the Public Sector: 4th edition”, CRC Press, 2009, pp.723-724, Table8.1
をもとに筆者作成。

に
な
る
。
各
州
や
自
治
体
政
府
の
財
政
状
況
が
急
速
に
悪
化
し
、

無
給
休
暇
の
強
制
取
得
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
レ
イ
オ
フ
も
頻
発

し
て
い
る
。

無
給
休
暇
の
強
制
取
得
は
、
フ
ァ
ー
ロ
ー
（furlough

）
と
呼

ば
れ
る
も
の
で
あ
り
、
ラ
ン
チ
ョ
・
コ
ル
ド
バ
市
に
お
い
て
は
、

一
〇
日
間
の
無
給
休
暇
（
市
庁
舎
の
閉
鎖
）
を
行
っ
て
、
人
件
費

を
三
・
四
六
％
削
減
し
た
（
二
〇
一
〇
年
度
）
し
、
サ
ン
フ
ラ
ン

シ
ス
コ
市
に
お
い
て
も
、
二
年
間
で
一
二
日
間
の
無
給
休
暇
を
取

得
さ
せ
人
件
費
を
四
・
六
二
％
カ
ッ
ト
し
て
い
る
13
。
カ
リ
フ
ォ

ル
ニ
ア
州
政
府
で
も
（
一
部
の
部
署
を
除
い
て
）
一
ヶ
月
あ
た
り

三
日
（
い
ず
れ
も
金
曜
日
）14
無
給
休
暇
を
強
制
取
得
さ
せ
一
五

％
の
給
与
カ
ッ
ト
を
行
っ
た
。

「
レ
イ
オ
フ
」
は
、「
官
職
の
廃
止
（abolishm

ent of 

positions

）
に
よ
る
解
雇
」
の
こ
と
を
言
う
（
こ
れ
に
対
し
、

Fire

（
ク
ビ
）
は
個
人
の
働
き
を
考
慮
し
て
個
別
解
雇
す
る
も
の

で
あ
る
。）
多
く
の
州
政
府
や
自
治
体
に
お
い
て
は
、
財
政
上
の

理
由
や
事
業
の
統
廃
合
に
伴
う
レ
イ
オ
フ
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。

レ
イ
オ
フ
は
、
職
員
本
人
に
帰
責
事
由
が
あ
る
わ
け
で
は
な
く

財
政
状
況
等
の
外
的
な
要
因
で
あ
る
た
め
、
当
該
職
員
の
権
利
保

護
の
観
点
か
ら
様
々
な
規
定
が
制
度
化
さ
れ
て
い
る
。
レ
イ
オ
フ

を
行
う
場
合
に
は
、「
レ
イ
オ
フ
・
ユ
ニ
ッ
ト
（Layoff U

nit

）」

と
呼
ば
れ
る
集
団
（
部
局
全
体
の
場
合
や
地
域
的
な
単
位
に
な
る

場
合
が
多
い
）
を
基
準
に
行
わ
れ
る
。
レ
イ
オ
フ
に
際
し
て
は
、

シ
ニ
ョ
リ
テ
ィ
ル
ー
ル
が
適
用
さ
れ
る
場
合
が
一
般
的
で
あ
る

（
成
績
も
加
味
し
て
い
る
ア
リ
ゾ
ナ
州
の
よ
う
な
例
も
あ
る
）。
そ

の
場
合
、
原
則
と
し
て
年
功
が
低
い
者
か
ら
順
に
、
必
要
人
数
に

達
す
る
ま
で
レ
イ
オ
フ
が
行
わ
れ
る
。

多
く
の
州
に
お
い
て
は
、
レ
イ
オ
フ
後
一
定
年
数
内
（
二
年
内

と
か
三
年
内
）
は
、
当
該
政
府
が
雇
用
を
行
う
際
に
優
先
的
に
採

用
さ
れ
る
権
利
を
有
す
る
。
た
だ
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の

経
済
不
況
下
で
は
、
職
員
数
の
削
減
傾
向
が
続
き
、
優
先
採
用
期

限
が
過
ぎ
て
し
ま
う
例
が
ほ
と
ん
ど
だ
と
い
う
15
。
こ
の
よ
う
に

考
え
る
と
、
レ
イ
オ
フ
は
一
時
帰
休
と
日
本
語
訳
さ
れ
る
こ
と
が

あ
る
も
の
の
、
実
質
的
に
は
解
雇
と
変
わ
り
な
い
と
い
っ
て
も
よ

い
か
も
し
れ
な
い
。

ア
メ
リ
カ
の
自
治
体
に
お
い
て
は
、
こ
れ
が
ほ
ぼ
当
た
り
前
の

よ
う
に
発
動
さ
れ
て
い
る
。
締
結
さ
れ
た
労
働
協
約
の
中
に
、
レ

イ
オ
フ
の
条
項
を
盛
り
込
ん
で
、
年
功
に
従
っ
て
レ
イ
オ
フ
す
る
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こ
と
、
公
正
に
取
り
扱
う
こ
と
、
優
先
就
職
権
を
二
年
間
与
え
る

こ
と
、
な
ど
を
規
定
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
、
レ
イ
オ
フ
が
日
常

茶
飯
で
あ
る
ア
メ
リ
カ
な
ら
で
は
の
条
項
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

ロ
サ
ン
ゼ
ル
ス
市
に
お
い
て
は
、
二
〇
一
〇
年
だ
け
で
五
〇

〇
人
規
模
の
レ
イ
オ
フ
が
行
わ
れ
て
い
る
16
。A

FSCM
E

メ
ン

バ
ー
で
は
全
米
で
合
計
一
四
、
〇
〇
〇
人
が
レ
イ
オ
フ
さ
れ
て
お

り
、
教
員
の
場
合
は
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
内
だ
け
で
一
九
、
〇

〇
〇
人
が
レ
イ
オ
フ
さ
れ
て
い
る
と
い
う
17
（
日
本
で
も
、
地
方

公
務
員
法
第
二
八
条
第
一
項
第
四
号
で
、
職
の
改
廃
に
よ
る
分
限

免
職
を
定
め
て
い
る
が
、
こ
れ
が
発
動
さ
れ
る
例
は
少
な
い
。）。

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
財
政
難
に
加
え
て
、
米
国
の
一
部

の
州
で
は
、
さ
ら
に
組
合
に
と
っ
て
大
き
な
逆
風
が
吹
い
て
い

る
。二

〇
一
〇
年
秋
の
選
挙
で
、
そ
れ
ま
で
リ
ベ
ラ
ル
の
牙
城
だ
っ

た
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
で
共
和
党
知
事
が
誕
生
し
、
議
会
も
上
下

院
と
も
に
共
和
党
が
多
数
派
と
な
っ
た
。
ウ
ォ
ー
カ
ー
州
知
事
は

こ
の
ま
ま
だ
と
州
財
政
の
赤
字
が
巨
額
に
達
し
て
し
ま
う
懸
念
が

あ
る
と
し
て
、
赤
字
幅
を
縮
小
す
る
た
め
の
人
件
費
削
減
策
と
し

て
、
州
公
務
員
労
働
組
合
の
権
利
を
縮
減
す
る
法
案
を
二
〇
一
一

年
二
月
に
提
出
し
た
。
財
政
修
繕
案
と
呼
ば
れ
る
こ
の
法
案
を
め

ぐ
り
、
公
務
員
労
組
の
強
い
反
対
運
動
が
お
こ
り
、
そ
れ
は
全
米

各
地
に
広
が
っ
て
全
国
的
な
反
対
運
動
が
展
開
さ
れ
た
が
、
結

局
、
法
律
は
成
立
し
た
。

労
働
組
合
に
よ
る
全
国
的
な
反
対
運
動
へ
展
開
し
た
理
由
は
、

官
民
を
合
わ
せ
た
労
働
組
合
員
に
占
め
る
公
務
員
の
割
合
が
過
半

数
で
あ
る
こ
と
に
起
因
し
て
い
る
。

二
〇
一
〇
年
の
労
働
組
合
組
織
率
は
公
務
部
門
と
民
間
部
門
を

合
わ
せ
て
一
一
・
九
％
だ
が
、
民
間
部
門
の
組
織
率
が
七
・
七
％

で
あ
る
の
に
対
し
て
、
公
務
部
門
で
は
四
〇
・
〇
％
と
圧
倒
的
に

組
織
率
が
高
い
。
労
働
組
合
員
数
で
み
た
場
合
、
公
務
部
門
が
八

四
〇
・
六
万
人
（
雇
用
総
数
は
二
一
〇
三
・
三
万
人
）、
民
間
部

門
が
七
八
八
・
四
万
人
（
雇
用
総
数
は
一
億
三
〇
四
万
人
）
と
、

公
務
部
門
が
民
間
部
門
を
大
き
く
上
回
っ
て
い
る
18
。

公
務
部
門
の
内
訳
を
見
る
と
、
連
邦
政
府
職
員
が
組
織
率
三

一
・
四
％
（
一
一
五
・
四
万
人
。
雇
用
総
数
は
三
六
七
万
人
）、

州
政
府
職
員
が
組
織
率
三
四
・
六
％
（
二
一
九
・
一
万
人
。
雇
用

総
数
は
六
三
二
・
八
万
人
）、
州
政
府
以
外
の
地
方
自
治
体
職
員

が
組
織
率
四
五
・
九
％
（
五
〇
六
・
一
万
人
。
雇
用
総
数
は
一
一

〇
三
・
五
万
人
）
と
な
っ
て
い
る
19
。

こ
の
よ
う
に
米
国
の
場
合
、
州
政
府
、
地
方
自
治
体
職
員
が
米

国
全
体
の
労
働
組
合
員
の
大
部
分
を
占
め
て
い
る
こ
と
か
ら
、
ウ

ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
の
よ
う
な
動
き
は
、
全
国
の
労
働
組
合
に
と
っ

て
は
看
過
で
き
な
い
事
態
と
な
っ
て
い
る
。

だ
が
、
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
に
お
け
る
労
働
基
本
権
制
約
の
法

律
の
成
立
は
、
他
の
州
、
と
り
わ
け
、
フ
ロ
リ
ダ
、
ミ
シ
ガ
ン
、

ニ
ュ
ー
ジ
ャ
ー
ジ
ー
、
オ
ハ
イ
オ
な
ど
民
主
党
知
事
が
共
和
党
知

事
に
か
わ
っ
た
州
に
も
波
及
し
つ
つ
あ
り
20
、
二
〇
一
一
年
九
月

現
在
、
公
務
員
の
労
働
基
本
権
を
制
約
す
る
方
向
で
の
大
き
な
流

れ
が
、
全
米
各
州
で
み
ら
れ
る
。
こ
の
点
は
、
日
本
に
お
け
る
基

本
権
拡
大
の
動
き
と
反
対
方
向
で
の
動
き
で
あ
る
。
ま
た
、
民
主

党
の
牙
城
で
あ
る
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
に
お
い
て
も
、
財
政
が

ひ
っ
迫
し
た
公
務
員
年
金
制
度
改
革
が
大
き
な
課
題
と
な
り
、
ま

た
、
レ
イ
オ
フ
が
各
地
で
行
わ
れ
る
な
ど
公
務
員
に
対
す
る
逆
風

が
吹
い
て
い
る
。

次
節
以
降
で
は
、
ア
リ
ゾ
ナ
州
（
団
体
交
渉
権
は
な
い
）、
ウ

ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
（
団
体
交
渉
権
が
付
与
さ
れ
て
い
た
が
制
限
す

る
動
き
）、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
（
団
体
交
渉
権
に
つ
い
て
多
様
）

と
い
う
３
つ
の
州
の
実
態
に
つ
い
て
見
て
い
く
こ
と
と
す
る
。

２
．
ア
リ
ゾ
ナ
州
の
事
例

ア
リ
ゾ
ナ
州
は
合
衆
国
南
西
部
の
州
で
、
州
都
は
フ
ェ
ニ
ッ
ク

ス
市
。
合
衆
国
の
州
に
な
っ
た
の
は
一
九
一
二
年
二
月
で
四
八
番

目
の
州
で
あ
り
、
大
陸
内
で
は
最
後
の
州
だ
っ
た
。
異
常
な
く
ら

い
暑
い
夏
と
温
暖
な
冬
の
砂
漠
気
候
が
特
徴
で
あ
る
。
フ
ェ
ニ
ッ

ク
ス
市
内
の
公
園
に
も
サ
ボ
テ
ン
が
群
生
し
て
い
る
。

ア
リ
ゾ
ナ
州
は
、Right to W

ork

州
（
職
を
得
た
り
そ
れ
を

継
続
す
る
際
に
、
組
合
に
加
入
し
て
い
る
こ
と
や
組
合
費
を
納
入

し
て
い
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
な
い
こ
と
を
規
定
す
る
州
）
で

あ
る
（
ア
リ
ゾ
ナ
州
憲
法
第
二
五
条
）。
ア
リ
ゾ
ナ
州
で
は
、
州

政
府
職
員
並
び
に
そ
の
他
の
地
方
公
務
員
に
対
し
て
、
伝
統
的

に
団
体
交
渉
権
も
面
会
・
協
議
権
も
認
め
て
こ
な
か
っ
た
21
。
こ

れ
は
、
法
で
規
定
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
司
法
長
官
意
見

で
、
そ
の
よ
う
に
解
釈
さ
れ
て
き
た
も
の
で
あ
る
22
。

二
〇
〇
八
年
一
二
月
、
当
時
の
知
事
で
あ
っ
たJanet 

N
apolitano

（
民
主
党
）
が
面
会
・
協
議
の
権
利
を
与
え
る
行
政

命
令
を
発
し
て
そ
れ
が
報
じ
ら
れ
た
も
の
の
23
、
そ
の
行
政
命
令
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が
発
効
す
る
前
に
、
彼
女
は
知
事
を
辞
職
し
て
、
オ
バ
マ
政
権
の

国
土
安
全
保
障
省
長
官
に
就
任
し
た
（
二
〇
〇
九
年
一
月
）。
後

継
選
挙
で
勝
利
し
たJan Brew

er

知
事
（
共
和
党
）
は
そ
の
行

政
命
令
を
覆
し
、
結
局
、
面
会
・
協
議
権
を
認
め
る
行
政
命
令
は

発
効
し
な
か
っ
た
。
ヒ
ア
リ
ン
グ
し
た
州
職
員
に
よ
る
と
、
あ
く

ま
で
前
知
事
の
政
治
的
な
ポ
ー
ズ
に
す
ぎ
ず
、
多
く
の
職
員
は
そ

れ
が
実
行
に
移
さ
れ
る
と
は
考
え
な
か
っ
た
と
い
う
。
結
局
、
ア

リ
ゾ
ナ
州
は
、
州
創
設
以
来
、
州
政
府
職
員
に
団
体
交
渉
権
や
面

会
・
協
議
権
を
与
え
た
こ
と
は
一
度
も
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
争
議

権
も
な
い
。

し
た
が
っ
て
、
給
与
決
定
に
際
し
て
団
体
交
渉
等
が
行
わ
れ
た

こ
と
は
な
く
、
州
政
府
（
人
材
局
）
に
よ
る
提
案
を
州
議
会
上
院

お
よ
び
下
院
で
承
認
し
て
も
ら
う
だ
け
の
手
続
き
と
な
る
。
過

去
、
人
材
局
か
ら
の
提
案
が
議
会
で
否
決
さ
れ
た
り
修
正
さ
れ
た

り
し
た
こ
と
は
な
い
と
の
こ
と
で
あ
る
。

給
与
水
準
等
を
決
定
す
る
際
に
、
人
材
局
が
参
考
に
す
る
の

は
、
次
の
三
つ
の
要
素
で
あ
る
。
三
〇
年
以
上
、
こ
の
方
法
で
給

与
決
定
を
行
っ
て
き
た
と
い
う
。

①
ア
リ
ゾ
ナ
給
与
調
査―

こ
れ
は
、
第
三
者
24
が
行
う
調
査

で
、
公
的
部
門
民
間
部
門
あ
わ
せ
て
七
六
の
主
要
雇
用
主
に
対
し

て
行
う
調
査
で
あ
る
。
二
二
二
の
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
と
な
る
職
位
に

つ
い
て
調
べ
て
い
る
。

②
中
部
・
南
東
部
州
給
与
調
査―

こ
れ
は
州
政
府
に
特
有
の
職

に
つ
い
て
の
主
要
な
デ
ー
タ
源
で
あ
る
。
三
二
州
が
こ
の
調
査
に

参
加
し
て
お
り
、
三
〇
〇
以
上
の
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
と
な
る
職
が
あ

る
。③

他
の
市
場
調
査

こ
れ
ら
の
調
査
デ
ー
タ
を
も
と
に
、
ま
た
、
職
責
等
を
勘
案
し

て
、
人
材
局
の
方
で
給
料
表
を
作
成
す
る
こ
と
に
な
る
。
そ
の

際
、
市
場
価
値
や
、
離
職
率
、
財
政
状
況
な
ど
も
考
慮
に
入
れ
ら

れ
る
こ
と
に
な
る
。

こ
れ
ら
の
諸
要
素
を
考
慮
し
た
う
え
で
、
政
府
に
よ
る
給
与
改

定
の
提
案
が
行
わ
れ
る
。
第
三
者
に
よ
る
調
査
に
基
づ
く
民
間
給

与
の
把
握
、
他
州
政
府
職
員
と
の
比
較
に
よ
る
公
務
同
士
の
均

衡
、
消
費
者
物
価
指
数
を
は
じ
め
と
す
る
市
場
調
査
な
ど
が
客
観

的
に
考
慮
さ
れ
て
い
る
。
日
本
の
地
方
公
務
員
法
第
二
四
条
第
三

項
で
は
、「
職
員
の
給
与
は
、
生
計
費
並
び
に
国
及
び
他
の
地
方

公
共
団
体
の
職
員
並
び
に
民
間
事
業
の
従
事
者
の
給
与
そ
の
他
の

事
情
を
考
慮
し
て
定
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」
と
定
め
ら

れ
て
い
る
が
、
こ
れ
に
類
似
し
た
考
え
方
と
い
え
る
だ
ろ
う
（
た

だ
し
、
国
す
な
わ
ち
連
邦
公
務
員
の
給
与
と
の
比
較
は
行
わ
れ
て

い
な
い
。
あ
く
ま
で
、
地
域
民
間
準
拠
が
大
原
則
で
あ
り
、
他
の

州
政
府
職
員
給
与
や
市
場
状
況
も
あ
わ
せ
て
考
慮
し
て
い
る
と
い

う
こ
と
で
あ
る
）。

具
体
的
な
給
与
決
定
に
際
し
て
は
、
ポ
ス
ト
ご
と
に
作
成
し

た
「
職
務
記
述
書
（Job D

iscription

）」
を
基
に
、
職
務
の
困

難
性
等
を
考
慮
し
て
、
当
該
ポ
ス
ト
の
等
級
（Grade

）
を
決
定

す
る
。
以
前
は
、
連
邦
公
務
員
の
Ｇ
Ｓ
（General Schedule

：

一
般
職
俸
給
表
）
と
同
じ
く
、
各
等
級
に
細
か
い
号
給
を
定
め
て

い
た
が
（
連
邦
公
務
員
の
Ｇ
Ｓ
の
場
合
は
、
等
級
ご
と
に
一
〇
の

号
給
が
あ
る
）、
現
在
で
は
、
等
級
ご
と
に
最
低
給
と
最
高
給
を

定
め
、
そ
の
範
囲
内
で
基
本
給
の
額
を
決
定
す
る
。

例
え
ば
、
会
計
担
当
者
の
場
合
、
職
務
記
述
書
に
よ
り
、

A
ccountant1

か
らA

ccountant5

ま
で
に
格
付
け
さ
れ
、
そ
れ

ぞ
れ
に
等
級
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
表
３
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
等
級

の
給
与
範
囲
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
25
。
こ
れ
ら
の
職
務
は
数

百
に
分
類
さ
れ
て
い
る
。
一
般
職
の
給
料
表
は
三
〇
等
級
ま
で
が

あ
り
、
三
〇
等
級
の
最
低
年
収
は
八

三
、
九
二
一
ド
ル
、
最
高
年
収
は
一

四
五
、
五
四
九
ド
ル
と
な
っ
て
い
る

26
。
局
長
、
局
次
長
、
課
長
の
幹
部

に
は
、
幹
部
給
料
表
（A

EX
EC

）

が
適
用
さ
れ
る
（
表
４
）27
。
こ
れ

ら
を
見
比
べ
て
わ
か
る
の
は
、
幹
部

公
務
員
よ
り
も
給
与
の
多
い
専
門
職

が
か
な
り
存
在
す
る
と
い
う
こ
と
で

あ
る
。

一
般
職
二
五
等
級
は
、
幹
部
職
一

等
級
に
ほ
ぼ
匹
敵
し
、
一
般
職
二
七

等
級
は
幹
部
職
二
等
級
に
、
一
般
職

三
〇
等
級
は
幹
部
職
三
等
級
に
そ
れ

ぞ
れ
ほ
ぼ
匹
敵
し
て
い
る
。

３
．
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
の
事
例

ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
は
、
上
述

の
よ
う
に
そ
の
州
都
マ
デ
ィ
ソ
ン

表３　アリゾナ州職員一般職給与表（AREG）における職務と給与の例
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表４　アリゾナ州政府職員　幹部職員給料表

等級 年収 2週間分 時間給
最低  $51,499.97  $1,980.77  $24.7596

E1 中位  $72,100.08  $2,773.08  $34.6635
最高  $92,699.98  $3,565.38  $44.5673
最低  $64,101.02  $2,465.42  $30.8178

E2 中位  $89,740.77  $3,451.57  $43.1446
最高  $115,380.51  $4,437.71  $55.4714
最低  $70,540.50  $2,713.10  $33.9137

E3 中位  $98,756.94  $3,798.34  $47.4793
最高  $126,973.18  $4,883.58  $61.0448
最低  $79,339.94  $3,051.54  $38.1442

E4 中位  $111,075.74  $4,272.14  $53.4018
最高  $142,811.55  $5,492.75  $68.6594
最低  $90,049.86  $3,463.46  $43.2932

E5 中位  $126,069.84  $4,848.84  $60.6105
最高  $162,090.03  $6,234.23  $77.9279
最低  $103,130.77  $3,966.57  $49.5821

E6 中位  $154,065.39  $5,925.59  $74.0699
最高  $205,000.00  $7,884.62  $98.5577

でA
FSCM

E

が
結
成
さ
れ
た
と
い
う
点
で
、
公
務
員
組
合
に
と

っ
て
の
聖
地
で
あ
り
、
ま
た
、
一
九
五
九
年
、
州
と
し
て
は
全
米

で
は
じ
め
て
州
内
の
市
・
郡
等
の
自
治
体
職
員
に
団
体
交
渉
権
を

認
め
た
州
で
も
あ
っ
た
。
こ
の
時
の
法
は
州
政
府
職
員
は
適
用
除

外
と
さ
れ
て
い
た
が
、
一
九
六
〇
年
代
に
組
合
側
の
積
極
的
な
活

動
が
あ
り
、
一
九
六
七
年
一
月
に
成
立
し
た
州
雇
用
労
働
関
係
法

（SELRA
: the State Em

ploym
ent Labor Relations A

ct

）

で
は
、
限
定
的
な
団
体
交
渉
権
を
州
政
府
職
員
に
認
め
た
。
当
初

は
、
賃
金
は
交
渉
事
項
か
ら
除
外
さ
れ
て
い
た
が
、
一
九
七
一
年

のSELRA

法
の
改
正
に
よ
り
、
賃
金
、
労
働
時
間
、
勤
務
条
件

は
義
務
的
交
渉
事
項
と
さ
れ
る
と
と
も
に
、
ス
ト
ラ
イ
キ
が
禁
止

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
組
合
に
加
入
し
て
い
な
い
職
員
で
も
排
他

的
代
表
で
あ
る
組
合
に
対
し
て
一
定
の
金
額
（fair share

）
を

納
め
る
必
要
が
あ
る
旨
が
規
定
さ
れ
て
い
る
28
。

こ
のSELRA

法
の
も
と
、
従
来
は
、
団
体
交
渉
に
お
い
て
も

当
局
側
と
組
合
と
の
間
で
何
度
に
も
わ
た
る
交
渉
が
行
わ
れ
、
非

常
に
包
括
的
な
協
約
書
が
締
結
さ
れ
て
き
た
。
例
え
ば
、
二
〇
一

一
年
八
月
現
在
ま
だ
効
力
を
有
し
て
い
る
、
州
政
府
と
労
働
組
合

（A
FSCM

E Counicil 24

、
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
職
員
組
合
、

A
FL-CIO

な
ど
五
組
合
）
と
の
間
で
取
り
交
わ
さ
れ
て
い
る
協

約
書
は
、
Ａ
四
版
で
三
四
〇
頁
に
上
る
極
め
て
大
部
な
も
の
で
あ

る
29
。し

か
し
な
が
ら
、
二
〇
一
〇
年
秋
の
選
挙
が
、
こ
の
労
使
関
係

に
大
き
な
変
化
を
も
た
ら
す
こ
と
に
な
っ
た
。
ス
コ
ッ
ト
・
ウ
ォ

ー
カ
ー
知
事
（
共
和
党
）
が
誕
生
し
、
州
議
会
の
上
下
院
と
も

に
、
共
和
党
が
過
半
数
を
獲
得
し
た
。
い
ず
れ
も
民
主
党
支
配
か

ら
の
逆
転
現
象
が
起
き
た
の
で
あ
る
。

州
財
政
は
ひ
っ
迫
し
て
お
り
（
二
〇
一
〇
会
計
年
度
で
一
億

三
、
七
〇
〇
万
ド
ル
の
赤
字
）、
そ
れ
を
何
と
か
す
る
た
め
に
、

公
務
員
労
組
の
団
体
交
渉
権
を
大
幅
に
制
限
す
る
「
財
政
修
繕
法

案
」
が
提
出
さ
れ
た
。
こ
の
法
案
で
は
、
一
七
万
人
の
州
公
務
員

が
賃
上
げ
以
外
の
医
療
保
険
、
年
金
と
い
っ
た
手
当
に
つ
い
て
の

団
体
交
渉
権
を
失
う
。
知
事
は
、
こ
れ
を
実
施
す
れ
ば
、
二
〇
一

一
年
秋
ま
で
に
予
定
さ
れ
て
い
る
五
、
五
〇
〇
人
の
州
政
府
職
員

と
、
五
、
〇
〇
〇
人
の
自
治
体
職
員
の
レ
イ
オ
フ
を
避
け
ら
れ
る

と
主
張
し
て
い
た
。

こ
の
法
案
を
め
ぐ
り
州
政
府
職
員
労
働
組
合
は
徹
底
し
た
反
対

闘
争
を
展
開
し
た
。
大
規
模
な
デ
モ
を
繰
り
返
し
、
州
議
事
堂
内

を
占
拠
す
る
な
ど
の
実
力
行
使
に
打
っ
て
出
た
。
民
主
党
議
員
も

議
会
へ
の
出
席
拒
否
な
ど
の
戦
術
を
と
っ
た
が
、
結
局
、
法
案
は

可
決
さ
れ
、
手
続
き
の
違
法
を
争
っ
た
裁
判
も
六
月
に
州
最
高
裁

で
州
側
が
勝
訴
し
、
法
律
が
成
立
し
た
。

こ
の
法
律
（
財
政
修
繕
法
﹇Budget Repair Bill

﹈。
ア
ク
ト

一
〇
と
も
呼
ば
れ
て
い
る
30
）
で
も
た
ら
さ
れ
た
最
も
大
き
な
変

化
は
、
団
体
交
渉
事
項
の
継
続
期
間
を
一
年
と
し
、
団
体
交
渉
事

項
の
範
囲
を
極
端
に
狭
め
た
こ
と
で
あ
る
。
従
来
、
協
約
締
結
事

項
は
三
年
（
教
員
の
場
合
は
四
年
）
継
続
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ

っ
た
が
、
今
後
は
、
一
年
ご
と
に
更
新
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ

ま
で
は
相
当
広
い
範
囲
の
も
の
が
団
体
交
渉
事
項
と
さ
れ
て
い
た

が
、
ア
ク
ト
一
〇
で
は
、
基
本
給
の
賃
上
げ
交
渉
に
限
定
し
、
し

か
も
連
邦
労
働
局
が
公
表
す
る
消
費
者
物
価
指
数
が
上
限
と
さ
れ

る
。
こ
れ
以
外
の
、
こ
れ
ま
で
許
さ
れ
た
交
渉
ト
ピ
ッ
ク
は
す
べ

て
禁
止
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
ま
た
自
治
体
職
員
な
ど
に
認
め

ら
れ
て
い
た
ス
ト
権
（
表
２
参
照
）
も
認
め
ら
れ
な
く
な
っ
た
。

要
約
す
る
と
次
の
よ
う
に
な
る
31
。

・
団
体
交
渉
を
賃
金
の
み
に
制
限
し
、
賃
上
げ
は
連
邦
労
働
局

の
公
表
す
る
消
費
者
物
価
指
数
上
昇
内
に
留
め
る
（
こ
れ
を



78地方公務員月報　平成23年 9 月号79 地方公務員月報　平成23年 9 月号

上
回
る
賃
上
げ
を
行
う
場
合
は
住
民
投
票
に
よ
る
賛
成
が
必

要
）。

・
労
働
協
約
の
期
限
は
一
年
単
位
と
し
、
新
協
約
が
締
結
さ
れ

る
ま
で
賃
上
げ
は
凍
結
さ
れ
る
。

・
団
体
交
渉
単
位
と
し
て
認
定
（certification

）
を
受
け
る

た
め
に
は
、
毎
年
、
組
合
員
に
よ
る
投
票
を
行
っ
て
過
半
数

を
獲
得
し
て
い
る
こ
と
を
示
す
必
要
が
あ
る
。

・
組
合
費
の
チ
ェ
ッ
ク
オ
フ
制
度
を
廃
止
す
る
。
組
合
員
は
組

合
費
を
任
意
に
支
払
え
る
よ
う
に
す
る
32
。

こ
れ
ら
の
変
化
が
、
組
合
に
加
入
し
な
い
フ
リ
ー
ラ
イ
ダ
ー
を

増
や
し
た
り
、
場
合
に
よ
っ
て
は
過
半
数
を
獲
得
で
き
ず
に
認
定

が
受
け
ら
れ
な
い
組
合
が
出
て
き
た
り
す
る
の
で
、
組
合
側
に
と

っ
て
は
著
し
く
不
利
に
働
く
の
は
明
ら
か
で
あ
る
33
。

ア
ク
ト
一
〇
に
よ
っ
て
、
協
約
締
結
事
項
に
つ
い
て
の
大
幅
な

制
限
を
受
け
る
た
め
、
従
来
の
数
百
頁
に
わ
た
る
労
働
協
約
書

は
、
今
度
の
改
定
の
際
に
は
、
二
〇
頁
を
切
る
も
の
（
実
質
的
に

は
数
頁
）
に
な
る
だ
ろ
う
と
い
う
こ
と
だ
っ
た
（
そ
の
見
本
も
す

で
に
作
成
さ
れ
て
お
り
、
提
供
を
受
け
た
）。

ま
た
、
組
合
と
し
て
の
認
定
を
受
け
る
た
め
に
は
組
合
員
に
よ

る
投
票
を
毎
年
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
点
も
組
合
に
と
っ
て
は

大
き
な
試
練
と
な
る
。

ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
に
対
す
る
ヒ
ア
リ
ン
グ
時
点
（
二
〇
一
一

年
八
月
一
九
日
）
で
は
、
ま
だ
従
来
の
団
体
協
約
が
有
効
で
あ
っ

て
、
ア
ク
ト
一
〇
が
で
き
た
も
の
の
、
ま
だ
何
も
起
こ
っ
て
は
い

な
い
と
い
う
こ
と
だ
っ
た
が
34
、
今
後
、
協
約
の
有
効
期
限
を
迎

え
て
新
し
い
団
体
交
渉
に
入
る
際
に
は
、
劇
的
な
変
化
が
訪
れ
る

こ
と
に
な
る
。

４
．
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
の
事
例

カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
は
、
面
積
が
四
二
・
四
万
平
方
キ
ロ
メ
ー

ト
ル
と
日
本
を
上
回
り
、
人
口
も
三
、
七
〇
〇
万
人
の
巨
大
な
州

で
あ
る
。
民
主
党
の
強
力
な
地
盤
と
な
っ
て
お
り
、
全
米
的
に
共

和
党
や
テ
ィ
ー
パ
ー
テ
ィ
ー
が
勢
力
を
伸
ば
し
た
二
〇
一
〇
年
中

間
選
挙
に
お
い
て
も
、
知
事
を
は
じ
め
す
べ
て
の
公
選
職
を
民
主

党
が
占
め
、
州
議
会
に
お
い
て
も
上
下
院
と
も
に
民
主
党
が
過
半

数
と
な
っ
て
い
る
。

カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
政
府
職
員
お
よ
び
州
内
の
自
治
体
（
郡
及

び
市
）
の
組
織
・
労
使
関
係
制
度
等
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、
カ

リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
行
政
組
織
法
に
規
定
さ
れ
て
い
る
。
州
職
員

に
つ
い
て
は
、
同
法
第
一
〇
・
三
章
（
三
五
一
二
〜
三
五
二
四

条
）（
通
称
、Ralph C. D

ills A
ct

。
一
九
七
七
年
成
立
。
以
下

「D
ills

法
」
と
い
う
。）
に
規
定
が
置
か
れ
、
州
内
の
自
治
体
職

員
に
つ
い
て
は
、
同
法
第
一
〇
章
（
三
五
〇
〇
〜
三
五
一
一
条
）

（
通
称
、M

eyers- M
ilias- Brow

n A
ct

。
一
九
六
八
年
成
立
。

以
下
「M

M
BA

法
」
と
い
う
。）
で
規
定
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、

公
立
学
校
教
員
に
つ
い
て
は
、
同
法
第
一
〇
・
七
章
（
三
五
四
〇

〜
三
五
四
九
・
三
条
）（Educational Em
ploym

ent Relation 

A
ct

。
以
下
「EERA

法
」
と
い
う
。）
に
お
い
て
定
め
ら
れ
て

い
る
。
こ
の
他
、
各
自
治
体
等
の
憲
章
に
お
い
て
定
め
る
こ
と
も

可
能
と
さ
れ
て
い
る
。

州
職
員
お
よ
び
州
内
の
自
治
体
職
員
の
労
使
関
係
に
つ
い
て

は
、D

ills

法
お
よ
びM

M
BA

法
に
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、
争

議
権
に
関
す
る
規
定
は
な
く
、
判
例
に
よ
り
自
治
体
職
員
に
限
定

さ
れ
た
争
議
権
が
付
与
さ
れ
て
い
る
35
。
多
く
の
自
治
体
職
員
の

給
与
改
定
に
つ
い
て
は
、M

M
BA

法
に
規
定
す
る
労
使
間
の
団

体
交
渉
及
び
議
会
等
の
承
認
を
経
て
、
団
体
協
約
に
よ
っ
て
決
定

さ
れ
る
。

カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
政
府
職
員
お
よ
び
州
内
自
治
体
職
員
、
教

員
は
、
団
結
権
を
有
す
る
。

団
体
交
渉
権
に
つ
い
て
は
、
説
明
が
必
要
で
あ
る
。
教
員
に

関
す
るEERA

法
で
は
、
協
約
締
結
権
も
含
め
た
団
体
交
渉
権

（m
eet and negotiation

）
を
規
定
し
て
い
る
（
三
五
四
三
・
三

条
）。
前
出
の
表
１
で
、
教
員
の
所
に
Ｘ
が
つ
い
て
い
る
の
は
そ

の
こ
と
を
意
味
す
る
。

こ
れ
に
対
し
て
、
州
政
府
職
員
お
よ
び
州
内
自
治
体
職
員
の
場

合
は
、
面
会
・
協
議
を
す
る
（m

eet and confer

）
こ
と
に
は

な
っ
て
い
る
が
、
法
律
上
、
協
約
締
結
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
な

い
（
表
１
で
は
Ｙ
と
な
っ
て
い
る
）。（
各
自
治
体
の
憲
章
等
で

定
め
れ
ば
別
。
三
五
〇
五
・
四
条
。
表
１
で
は
Y1

）
し
た
が
っ

て
、
州
政
府
職
員
お
よ
び
州
内
自
治
体
職
員
は
、
団
体
交
渉
は
で

き
る
が
、
協
約
締
結
権
は
、
特
段
の
定
め
が
な
い
限
り
有
し
て
い

な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
例
え
ば
、M

M
BA

法
三
五
〇
五
条

は
、
雇
用
主
側
は
、「
報
酬
、
労
働
時
間
、
任
期
、
雇
用
条
件
に

つ
い
て
、
認
定
組
合
代
表
と
、
信
義
に
基
づ
き
面
会
・
協
議
を

行
う
。」
と
規
定
し
て
い
る
。「
信
義
に
基
づ
き
面
会
・
協
議
を
行

う
」（m

eet and confer in good faith

）
と
は
、「
雇
用
主
側
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と
認
定
組
合
代
表
者
が
い
ず
れ
か
の
要
請
に
基
づ
い
て
直
ち
に
面

会
・
協
議
を
行
う
相
互
的
責
務
を
個
別
に
有
し
、
情
報
、
意
見
及

び
提
案
を
自
由
に
交
換
し
、
次
年
度
予
算
に
お
い
て
公
共
団
体
に

採
用
さ
れ
る
前
に
代
理
権
の
範
囲
内
で
合
意
に
達
す
る
た
め
、
適

切
な
期
間
継
続
す
る
こ
と
を
意
味
す
る
。」
と
規
定
し
て
い
る
。

な
お
、
交
渉
権
を
有
す
る
組
合
は
、
職
場
を
代
表
す
る
団
体
一

つ
の
み
（
排
他
的
代
表
）
で
あ
り
、
非
組
合
員
も
組
合
費
の
支
払

義
務
が
あ
り
、
交
渉
成
果
の
適
用
を
受
け
る
（
い
わ
ゆ
る
エ
ー
ジ

ェ
ン
シ
ー
・
シ
ョ
ッ
プ
制
）。

州
政
府
職
員
お
よ
び
州
内
自
治
体
職
員
が
団
体
協
約
を
締
結
す

る
た
め
に
は
、
当
該
協
約
の
内
容
に
つ
い
て
、
議
会
等
、
決
定
権

を
有
す
る
機
関
の
承
認
を
得
る
必
要
が
あ
る
。
団
体
交
渉
で
労
使

間
の
合
意
が
得
ら
れ
な
い
場
合
は
、
調
停
等
の
手
続
を
経
た
上

で
、
使
用
者
側
が
最
終
的
な
判
断
権
を
有
す
る
。
つ
ま
り
信
義
に

基
づ
き
面
会
・
協
議
を
経
た
う
え
で
、
使
用
者
側
が
最
終
決
定
か

つ
最
良
で
あ
る
提
案
（last, best, and final offer

）
を
施
行
す

る
こ
と
に
な
る
。
な
お
、
市
憲
章
等
で
仲
裁
手
続
き
へ
の
移
行
義

務
な
ど
別
段
の
定
め
が
な
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
れ
に
従
う
こ

と
に
な
る
36
。

争
議
権
は
、
上
述
の
よ
う
に
判
例
上
、
団
体
交
渉
の
結
果
、
全

く
合
意
に
至
ら
な
い
場
合
、
限
定
さ
れ
た
も
の
が
存
在
す
る
が
、

団
体
協
約
に
お
い
て
争
議
行
為
を
行
わ
な
い
旨
を
規
定
し
、
争
議

権
を
放
棄
し
て
い
る
例
も
あ
る
。

多
く
の
場
合
、
給
与
は
労
使
間
の
団
体
協
約
に
基
づ
い
て
改
定

さ
れ
る
。
通
常
、
団
体
協
約
は
複
数
年
の
有
効
期
限
を
有
す
る
た

め
、
二―

三
年
度
先
ま
で
の
毎
年
の
給
与
改
定
方
針
を
定
め
る
内

容
と
な
っ
て
い
る
。
協
約
の
有
効
期
限
（
＝
年
度
末
で
あ
る
六
月

末
）
の
数
ヶ
月
前
か
ら
、
新
た
な
協
約
の
締
結
に
向
け
た
交
渉
が

開
始
さ
れ
る
。
交
渉
に
際
し
て
、
議
会
等
か
ら
予
算
上
の
制
約
を

与
え
ら
れ
て
い
る
自
治
体
が
多
い
。

な
お
、
交
渉
に
当
た
っ
て
は
、
Ｃ
Ｐ
Ｉ
（
消
費
者
物
価
指
数
）、

近
隣
類
似
団
体
の
給
与
水
準
、
財
政
状
況
等
を
参
考
指
標
と
し
て

用
い
る
自
治
体
も
あ
る
。

ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
っ
た
各
自
治
体
の
例
は
表
５
の
と
お
り
で
あ

る
。
幾
つ
か
特
徴
的
な
と
こ
ろ
を
述
べ
て
お
き
た
い
（
ヒ
ア
リ
ン

グ
対
象
者
な
ら
び
に
ヒ
ア
リ
ン
グ
日
に
つ
い
て
、
表
５
備
考
欄
に

ま
と
め
て
記
し
た
）。

バ
レ
ホ
市
は
、
従
来
、
市
の
憲
章
に
お
い
て
拘
束
力
を
有
す
る

仲
裁
制
度
を
規
定
し
て
い
た
。
こ
れ
は
団
体
協
約
で
争
議
権
を
制

限
し
た
こ
と
と
の
バ
ラ
ン
ス
か
ら
、
一
九
七
〇
年
代
に
憲
章
に
規

定
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
だ
が
、
二
〇
〇
八
年
に
市
の
財
政
が
破

た
ん
す
る
な
ど
経
済
情
勢
が
著
し
く
変
化
し
た
こ
と
か
ら
、
当
該

仲
裁
制
度
の
拘
束
力
を
排
除
す
る
こ
と
を
住
民
投
票
に
よ
っ
て
決

定
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
今
で
は
団
体
交
渉
の
結
果
、
合
意

に
達
し
な
い
場
合
に
は
、
市
側
の
「
最
終
決
定
か
つ
最
良
で
あ
る

提
案
」
を
施
行
で
き
る
。
な
お
、
団
体
交
渉
に
際
し
て
は
、
交
渉

出
席
者
の
人
数
制
限
（
三
〜
五
人
）
を
行
っ
て
い
る
。
団
体
協
約

が
効
力
を
有
す
る
た
め
に
は
市
議
会
で
承
認
さ
れ
る
必
要
が
あ

る
。サ

ン
マ
テ
オ
市
で
は
、
給
与
水
準
決
定
の
際
に
、
Ｃ
Ｐ
Ｉ
の

他
、
近
隣
地
域
の
自
治
体
の
給
与
水
準
を
参
考
と
し
て
い
る
。
調

査
は
サ
ン
タ
ク
ラ
ラ
郡
の
自
治
体
が
共
同
出
資
し
たBay A

rea 

ERS

が
行
っ
て
い
る
。
労
使
交
渉
が
不
調
の
場
合
は
、
調
停
に

移
行
し
、
調
停
結
果
が
受
け
入
れ
ら
れ
な
い
場
合
は
、M

M
BA

法
に
定
め
ら
れ
た
雇
用
主
の
権
利
と
し
て
、
最
終
決
定
か
つ
最
良

で
あ
る
提
案
を
行
い
、
こ
れ
が
決
着
と
な
る
。
な
お
、
サ
ン
マ
テ

オ
市
で
は
、
二
〇
〇
九
年
以
降
ス
タ
デ
ィ
セ
ッ
シ
ョ
ン
を
呼
ぶ
勉

強
会
を
開
催
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
市
議
会
議
員
や
市
の
幹
部
、

人
事
部
局
、
財
政
部
局
が
参
加
し
、
一
般
に
公
開
（
イ
ン
タ
ー
ネ

ッ
ト
で
も
中
継
）
す
る
形
で
、
給
与
水
準
に
影
響
を
与
え
る
諸

要
素
（
他
市
の
給
与
水
準
の
調
査
結
果
、
Ｃ
Ｐ
Ｉ
、
民
間
賃
金
水

準
、
市
の
歳
入
・
歳
出
な
ど
財
政
状
況
）
を
研
究
対
象
と
し
て
、

議
会
、
職
員
、
市
民
が
と
も
に
勉
強
会
を
し
よ
う
と
い
う
も
の
で

あ
る
。
こ
の
ス
タ
デ
ィ
セ
ッ
シ
ョ
ン
の
研
究
結
果
を
議
会
に
提
供

し
、
協
約
に
反
映
す
べ
き
事
項
を
決
定
し
た
う
え
で
、
団
体
交
渉

を
開
始
す
る
と
い
う
手
続
き
を
と
っ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
市
民
に

あ
ら
か
じ
め
諸
々
の
デ
ー
タ
を
示
し
た
う
え
で
、
団
体
交
渉
を
行

っ
て
い
る
。

ラ
ン
チ
ョ
・
コ
ル
ド
バ
市
に
は
職
員
組
合
は
存
在
し
な
い
。
ま

た
、
全
職
員
がat w

ill em
ploym

ent

（
身
分
保
障
は
な
く
、
い

つ
で
も
解
雇
可
能
）
で
あ
る
。
給
与
は
、
シ
テ
ィ
・
マ
ネ
ー
ジ
ャ

ー
が
一
方
的
に
決
定
す
る
。
そ
の
際
、
近
隣
地
域
の
自
治
体
の
給

与
水
準
（
調
査
は
外
部
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
委
託
）
を
考
慮
す
る

と
い
う
。

サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
市
で
は
、
市
の
憲
章
で
労
使
交
渉
が
不
調

の
場
合
の
仲
裁
制
度
を
規
定
し
て
い
る
。
年
間
約
二
五
の
交
渉
が
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表５　カリフォルニア州・州内自治体の状況
とるみてし化般一 市ホレバ 市オテマンサ 市バドルコ・ョチンラ

項事記特 綻破政財に年8002 3002 市設新年
口人 人067,611 人677,59 人000,16
数員職 人006 人055 人16

数員議会議
人6

〕制区挙選大〔
議審で名7たえ加を長市

人5
〕制区挙選大〔

選互てしと長市を名１ちう

人5
〕制区挙選大〔

選互てしと長市を名１ちう
態形政行 型人配支－会議 型人配支－会議 型人配支－会議

1 類種の員務公方地

受を用適のムテスシトッリメ
公（員職いなけ受と員職るけ
れさ類分に）等職命任・職選

る

は員職部幹の上以級長局
tnemyolpmelliwta

ずせ在存員職察警・防消
が員職全

tnemyolpmelliwta

2 拠根の権本基働労
slliD.ChplaR・ABMM（法州

例判び及）tcA
4：数体団員職 01：数体団員職 しな体団員職

)a 権結団
○

）定規でABMM（
○

）定規でABMM（
左同 左同

権渉交体団)b
○

）定規でABMM（
○

）定規でABMM（
左同 左同

権結締約協)c
△

要必が認承の会議
）定規でABMM（

△
要必が認承の会議
）定規でABMM（

左同 左同

権議争)d

○
公、りよに例判所判裁高最ＡＣ
もすか脅にち直を全安や生衛衆
さといなはで法違り限いなでの

るいてれ

○
公、りよに例判所判裁高最ＡＣ
もすか脅にち直を全安や生衛衆
さといなはで法違り限いなでの

るいてれ

左同 左同

法方定決与給3
程過定改与給)a 、後渉交使労認承を約協で会議、後渉交使労認承を約協で会議、後渉交使労 がreganaMytiC認承を約協で会議 定決

標指考参)b

準水与給均平の体団隣近
ＩＰＣ
等況状政財

りあ体団るす用使に渉交を

）数指価物者費消（ＩＰＣ
体団61辺周湾コスシンラフンサ

与給均平の別種職の

）数指価物者費消（ＩＰＣ
与給均平の別種職の市61隣近

準水金賃の者働労間民
況状政財

調与給の毎種職の体団61隣近
に値均平の果結）回1に年2（査

み積上％5

渉交使労)c う行 う行 う行
行、めたいなし在存が体団員職

いなわ

者事当渉交・ 心中が）局部当担事人（RH
成構で等問顧やトンタルサンコ

ムーチ模規小るす
RH ―

数人・ ）定規で約協（人５～３るな異てっよに模規の合組 ―

期時始開渉交・ 前月ヶ数限期効有の約協
協に）月４（出提会議の案算予
始開にうよう合に間が新更約

―

数日・ るな異てっよに況状・合組
るな異てっよに況状

う行を渉交に中間時務勤
―

・
は容内渉交るす関に与給

かるけ受を約制の算予

状政財らか会議、は者当担渉交
をトーデンマたし慮考を算予・況

るいてれさ定設

当担政財にムーチ渉交は前従
席同が局部

状政財らか会議、し際に渉交
をトーデンマたし慮考を算予・況

るいてれさ定設
―

)d
し過徒を限期の約協体団

合場た
を約協の前従
用使に的定暫

―

)e
の合場の調不が渉交使労

等続手停調
るあが度制停調のから何

い多が合場

りあ度制停調
）りあ力束拘は前従（

）定規で章憲市（
うらもてし遣派を者停調らか州 ―

)f
の合場の調不が渉交使労

置措

れれさなが力努たけ向に結妥
つか定決終最の側者用使、ば
ＭＭ（るなと効有が案提の良最

）定規でＡＢ

れれさなが力努たけ向に結妥
つか定決終最の側者用使、ば
ＭＭ（るなと効有が案提の良最

）定規でＡＢ

れれさなが力努たけ向に結妥
つか定決終最の側者用使、ば
ＭＭ（るなと効有が案提の良最

ＡＢ ）定規で

― 、

市コスシンラフンサ 市スルゼンサロ 郡ジンレオ 州アニルォフリカ
市の模規口人の２第米全 綻破政財に年4991 州の模規口人の１第米全

人337,677 人028,496,3 人568,650,3 人万006,3約
人000,72 人005,35 人005,71 人000,03

人11
〕制区挙選小〔

人51
〕制区挙選小〔

人5
〕制区挙選小〔

人04：院上
人08：院下

型長市強 型長市強 － －

は員職部幹の上以級長局
tnemyolpmelliwta

23：数体団員職 24：数体団員職 41：数体団員職 12：数体団員職

左同 左同 左同 左同

左同 左同 左同 左同

左同 左同 左同 左同

左同 左同 左同 左同

認承を約協で会議、後渉交使労認承を約協で会議、後渉交使労認承を約協で会議、後渉交使労使労 認承を約協で会議、後渉交

費活生
与給均平の別種職の体団似類

況状政財

況状政財
（ ）込見入歳の年5～3

）数指価物者費消（IPC

）数指価物者費消（ＩＰＣ
況状済経

与給均平の別種職の市・郡の他
況状政財

う行 う行 う行 う行

管の局部各び及)RH(任主渉交
職理

人6～5＋OAC RH RH

るよに模規の合組
）度程人05～人2（

度程人51 度程人04で合組大最

始開に月2
了終にでま日1月5

前月ヶ数限期効有の約協前月ヶ３限期効有の約協前月ヶ6限期効有の約協

るな異てっよに況状・合組
るあもとこるなに渉交夜徹

るな異てっよに況状・合組
交に末週やとこるす渉交間時21

るあもとこるす渉

回１週
）間時4～3均平（

渉交で内囲範の算予
員委るす成構で長市び及員議

るす定設を針方渉交が会

注・点更変らか会議、に前渉交
るけ受を告忠ていつに点意
伝に会議を況状渉交、も中渉交

るけ受を示指宜適、え

状政財らか会議、し際に渉交
をトーデンマたし慮考を算予・況

るいてれさ定設

を約協の前従
用使に的定暫

を約協の前従
用使に的定暫

りあ度制停調
）定規で章憲市（

るよにdraoBnoitaleReeyolpmE
りあ度制停調
）定規で章憲市（

らか州、りよに出申の側者用使
うらもてし遣派を者停調
いなし束拘を使労は案停調

場いなし認承が会議を案停調
なと効有が案停調な的終合 最

る

、合場の調不が告勧るよに停調
権るす行強を案提に側者用使

るれらえ与が限

れれさなが力努たけ向に結妥
つか定決終最の側者用使、ば
ＭＭ（るなと効有が案提の良最

）定規でＡＢ

　※ MMBA ＝ The Meyers-Milias-Brown Act（州行政組織法第3500条～第3511条）
資料出所：2010年9月に行った州政府・各自治体ヒアリングをもとに作成。
バレホ市・Ms. Debora R. Boutte 人材局長（9/21）、サンマテオ市・Ms. Casey Echarte, 人
材局次長（9/23）、ランチョ・コルドバ市・Mr. Ted A. Gaebler シティマネージャー、Ms. 
Stacey Peterson, 人材局長（9/22）、サンフランシスコ市・Ms. Micki Callahan 人材局長、
Mr. Martin R. Gran 労働関係局長（9/21）、ロサンゼルス市・Mr. Miguel Santana, 市政執行
官（9/24）
オレンジ郡・Ms. Shelley Carlucci, 人材局次長（9/24）、カリフォルニア州・Mr. Floyd 
Shimomura, 人 事 局 長、Ms. Suzanne M. Ambrose 人 事 委 員 会 事 務 局 長、Ms. Josie 
Fernandez　人的資源近代化プロジェクト担当課長（9/23）。
ヒアリングに応じていただいた皆様に感謝申し上げる。
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あ
る
中
で
、
仲
裁
に
持
ち
込
ま
れ
る
の
は
二
件
程
度
だ
と
い
う
。

近
年
は
厳
し
い
経
済
情
勢
を
受
け
て
、
給
与
カ
ッ
ト
の
交
渉
結
果

と
な
る
こ
と
が
多
い
と
い
う
。

ロ
サ
ン
ゼ
ル
ス
市
で
は
、
財
政
状
況
（
今
後
三
〜
五
年
間
の

歳
入
見
込
み
）
や
（
稀
に
）
Ｃ
Ｐ
Ｉ
を
考
慮
し
つ
つ
団
体
交
渉

を
行
う
と
い
う
。
か
つ
て
は
他
の
自
治
体
の
職
種
別
の
給
与
を
調

査
し
て
い
た
が
、
好
景
気
時
に
高
い
給
与
水
準
を
設
定
し
た
こ
と

が
現
在
の
財
政
危
機
を
招
い
た
と
市
政
執
行
官
は
断
言
す
る
。

団
体
交
渉
が
不
調
の
場
合
は
、
労
使
関
係
委
員
会
（Em

ployee 

Relation Board

）
に
持
ち
込
み
、
Ｅ
Ｒ
Ｂ
が
市
長
お
よ
び
議

会
に
勧
告
を
提
出
す
る
が
、
最
終
的
に
は
、M

M
BA

法
に
基
づ

き
、
市
の
提
案
を
施
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
最
近
で
は
厳
し
い

財
政
状
況
を
踏
ま
え
、
無
給
休
暇
（furlough

）
の
強
制
取
得
、

五
〇
〇
人
の
レ
イ
オ
フ
、
早
期
退
職
の
募
集
な
ど
の
措
置
を
と
っ

て
い
る
。

５
．
終
わ
り
に

こ
れ
ま
で
見
て
き
た
よ
う
に
、
米
国
の
場
合
、
地
方
公
務
員
へ

の
労
働
基
本
権
の
付
与
状
況
に
つ
い
て
は
、
州
ご
と
に
バ
ラ
エ
テ

ィ
が
あ
り
、
ま
た
、
各
州
の
中
で
も
多
様
性
が
あ
る
場
合
が
多

い
。
こ
れ
は
各
州
や
地
域
ご
と
の
住
民
の
意
識
や
支
持
政
党
な
ど

が
影
響
し
て
お
り
、
時
代
の
大
き
な
流
れ
も
あ
る
。
連
邦
法
で
一

律
に
定
め
る
と
い
う
方
法
を
と
る
こ
と
な
し
に
、
各
州
の
自
主
性

に
任
せ
て
い
る
米
国
の
事
例
は
、
分
権
が
進
む
日
本
に
お
い
て
参

考
と
な
る
点
も
あ
る
。

具
体
的
な
内
容
を
見
て
い
く
と
、
協
約
締
結
権
や
争
議
権
へ
の

対
抗
手
段
と
し
て
雇
用
主
側
に
は
レ
イ
オ
フ
権
が
あ
る
こ
と
が
特

筆
さ
れ
る
。
日
本
で
も
職
の
改
廃
に
伴
う
い
わ
ゆ
る
四
号
分
限
の

規
定
が
国
家
公
務
員
法
に
も
地
方
公
務
員
法
に
も
規
定
さ
れ
て
い

る
も
の
の
、
近
年
国
家
公
務
員
に
つ
い
て
発
動
さ
れ
た
例
は
社
会

保
険
庁
の
廃
止
に
伴
う
も
の
に
限
ら
れ
、
地
方
公
務
員
の
場
合
も

病
院
を
民
営
化
す
る
な
ど
特
殊
な
場
合
に
限
ら
れ
て
い
る
し
、
数

も
少
な
い
。

米
国
で
は
各
州
に
お
い
て
レ
イ
オ
フ
が
日
常
的
に
行
わ
れ
て
い

る
。
そ
し
て
、
そ
れ
を
回
避
す
る
た
め
に
、
労
働
組
合
側
は
勤
務

条
件
の
改
悪
を
の
ま
ざ
る
を
得
な
い
場
合
も
少
な
く
な
い
。
例
え

ば
、
二
〇
一
一
年
七
月
一
六
日
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
の
ク
オ
モ
知

事
は
、
五
万
四
千
人
の
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
で
組
織
さ
れ
る
労
働
組

合
（N

ew
 Y

ork State Public Em
ployees Federation 

（
Ｐ

Ｅ
Ｆ
））
と
、
労
働
協
約
の
改
定
を
行
っ
た
。
三
年
間
の
賃
金
凍

結
と
医
療
保
険
個
人
負
担
額
の
増
額
が
そ
こ
に
は
書
か
れ
て
い

た
。
労
働
組
合
側
は
、
提
案
さ
れ
て
い
た
レ
イ
オ
フ
を
回
避
す
る

た
め
、
こ
れ
ら
の
労
働
条
件
の
低
下
を
受
け
入
れ
た
。
使
用
者
側

か
ら
の
レ
イ
オ
フ
提
案
を
前
に
雇
用
確
保
以
外
の
選
択
肢
が
な
か

っ
た
と
み
る
こ
と
が
で
き
る
37
。

ま
た
、
締
結
さ
れ
た
協
約
が
複
数
年
に
わ
た
る
場
合
は
、
そ
れ

が
そ
の
後
の
州
や
自
治
体
の
支
出
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
し
、
財

政
危
機
を
招
い
て
い
る
と
こ
ろ
が
少
な
く
な
い
こ
と
も
指
摘
で
き

る
。
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
経
済
危
機
が
各
州
政
府
、
各
自

治
体
政
府
に
与
え
た
影
響
が
尋
常
で
は
な
く
、
破
綻
し
た
自
治
体

も
出
て
い
る
こ
と
を
考
え
る
と
、
複
数
年
協
約
に
よ
る
拘
束
が
、

自
治
体
自
ら
の
首
を
絞
め
る
こ
と
に
な
り
か
ね
な
い
と
い
う
危
険

を
伴
っ
て
い
る
、
す
な
わ
ち
使
用
者
側
に
と
っ
て
リ
ス
ク
を
伴
う

も
の
で
あ
る
、
と
い
え
よ
う
。

さ
ら
に
、
先
述
し
た
よ
う
に
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
の
場
合
、

交
渉
権
を
有
す
る
組
合
が
職
場
を
代
表
す
る
団
体
一
つ
に
限
定

（
排
他
的
代
表
者
制
）
さ
れ
て
い
る
こ
と
も
特
筆
さ
れ
る
。
ひ
る

が
え
っ
て
、
先
般
、
国
会
に
提
出
さ
れ
た
国
家
公
務
員
の
労
働
関

係
に
関
す
る
法
律
案
で
は
、
当
局
は
団
体
交
渉
の
申
入
れ
が
あ
っ

た
す
べ
て
の
認
証
労
働
組
合
と
の
間
で
交
渉
応
諾
義
務
が
生
じ
る

こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
今
後
、
交
渉
コ
ス
ト
の
観
点
か
ら
も
十
分

な
議
論
・
検
討
が
行
わ
れ
る
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。

最
後
に
、
政
治
的
影
響
力
の
強
い
労
働
組
合
か
ら
の
要
求
に
つ

い
て
は
政
治
の
側
は
、
反
対
政
党
（
共
和
党
）
で
さ
え
拒
否
し
に

く
い
こ
と
も
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う
。
例
え
ば
、
カ
リ

フ
ォ
ル
ニ
ア
州
議
会
で
は
、
一
九
九
九
年
に
職
員
の
福
利
厚
生
を

大
幅
に
引
き
上
げ
る
提
案
が
な
さ
れ
た
が
、
議
決
は
一
一
三
対
七

で
可
決
さ
れ
た
。
共
和
党
議
員
の
大
部
分
が
賛
成
に
回
っ
た
38
。

背
景
に
はA

FSCM
E

な
ど
組
合
の
圧
倒
的
な
政
治
力
と
資
金
力

が
あ
る
。
当
時
、A

FSCM
E

か
ら
知
事
へ
の
政
治
献
金
は
、
一

〇
〇
万
ド
ル
近
く
あ
っ
た
39
。

こ
の
よ
う
な
政
治
的
背
景
が
あ
る
が
ゆ
え
に
、
ま
た
、
一
般
市

民
の
公
務
員
給
与
に
対
す
る
無
関
心
が
あ
る
が
ゆ
え
に
、
公
務
員

給
与
の
上
昇
や
福
利
厚
生
の
厚
遇
に
は
歯
止
め
が
か
か
ら
な
く
な

り
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
政
府
は
破
綻
の
危
機
に
瀕
し
、
ま
た
、

州
内
の
幾
つ
か
の
自
治
体
は
実
際
に
破
た
ん
し
た
。
そ
れ
ら
の
事
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態
に
至
っ
て
よ
う
や
く
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
は
そ
の
実
態
を
報
じ
は
じ

め
た
が
、
い
っ
た
ん
上
昇
し
た
待
遇
を
引
き
下
げ
る
こ
と
は
困
難

で
あ
る
。
そ
こ
で
、
人
件
費
削
減
の
た
め
に
、
レ
イ
オ
フ
を
せ
ざ

る
を
得
な
い
、
と
い
う
循
環
に
陥
っ
て
し
ま
っ
て
い
る
。

こ
こ
か
ら
得
ら
れ
る
教
訓
と
し
て
、
公
務
員
給
与
や
、
福
利
厚

生
の
雇
用
主
負
担
分
、
退
職
手
当
の
引
当
金
も
含
め
た
人
件
費
全

体
お
よ
び
そ
れ
が
税
収
に
占
め
る
割
合
を
、
住
民
に
積
極
的
に
明

ら
か
に
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
だ
と
考
え
ら
れ
る
。
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―

１　

一
般
の
個
々
の
公
務
員
が
、
そ
の
こ
と
を
強
く
望
ん
で
い
る
か
ど

う
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
、
疑
問
の
声
も
あ
る
。

２　

筆
者
は
、
二
〇
一
〇
年
九
月
に
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
政
府
お
よ
び

州
内
の
六
つ
の
自
治
体
を
調
査
し
、
ま
た
、
二
〇
一
一
年
八
月
に
カ

リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
の
ほ
か
、
ア
リ
ゾ
ナ
州
政
府
、
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン

州
政
府
に
対
す
る
調
査
と
、自
治
体
職
員
労
働
組
合
（A

FSCM
E

）、

学
識
者
に
対
す
る
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を
行
っ
た
。
本
報
告
は
、
そ
の
成

果
の
一
部
で
あ
る
。
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
お
受
け
い
た
だ
い
た
皆
様
並
び

に
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
先
の
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
な
ど
に
お
い
て
多
大
な

ご
協
力
を
い
た
だ
い
た
在
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
総
領
事
館
の
皆
様
、

在
ア
リ
ゾ
ナ
州
名
誉
総
領
事
ム
ー
ア
様
、
在
シ
カ
ゴ
総
領
事
館
の
皆

様
に
心
か
ら
御
礼
申
し
上
げ
る
。

３　

本
項
の
記
述
の
う
ち
、
連
邦
公
務
員
に
つ
い
て
は
、
既
に
公
表
し

て
い
る
「
ア
メ
リ
カ
の
公
務
員
制
度
」（
稲
継
裕
昭
他
著
、
村
松
岐

夫
編
『
公
務
員
制
度
改
革―

米
英
独
仏
の
動
向
を
踏
ま
え
て
』
学
陽

書
房
、
二
〇
〇
八
年
）
を
再
掲
し
た
部
分
が
あ
る
。

４　

連
邦
公
務
員
の
組
合
活
動
は
、
一
九
〇
〇
年
頃
か
ら
、
郵
便
局
等

を
中
心
に
生
じ
て
き
て
い
た
が
、
ペ
ン
ド
ル
ト
ン
法
の
政
治
活
動
禁

止
条
項
か
ら
非
政
党
活
動
が
強
く
求
め
ら
れ
る
と
と
も
に
、
議
会
へ

の
請
願
も
禁
止
さ
れ
て
い
た
。
一
九
一
二
年
のLloyd-La Follette

法
に
よ
り
、
請
願
や
労
働
組
合
へ
の
加
入
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に

な
っ
た
。
主
な
公
務
員
労
働
組
合
は
、
ア
メ
リ
カ
政
府
職
員
総
同

盟
（A

FGE

）（
構
成
員
は
約
二
二
万
人
）、
全
国
財
務
職
員
組
合

（N
T
EU

）（
約
一
五
万
人
）
な
ど
で
あ
り
、
省
庁
横
断
的
な
公
務
内

組
合
で
あ
る
。

５　

近
年
の
大
規
模
な
違
法
ス
ト
と
し
て
は
、
一
九
八
一
年
の
航
空
管

制
官
ス
ト
が
あ
り
、
こ
の
結
果
、
一
一
、
三
五
〇
人
が
解
雇
さ
れ

た
。

６　

管
理
運
営
事
項
で
あ
っ
て
も
①
（
省
庁
の
任
意
に
よ
っ
て
、）
職

員
数
、
種
類
、
業
務
計
画
、
業
務
遂
行
技
術
・
方
法
・
手
段
、
②
管

理
運
営
事
項
実
施
の
際
に
管
理
職
員
が
遵
守
す
る
手
続
、
③
管
理
運

営
事
項
実
施
の
際
に
不
利
益
を
受
け
た
職
員
に
対
す
る
取
決
め
に
つ

い
て
は
、
交
渉
が
可
能
と
さ
れ
て
い
る
。

７　

K
earney

（2009

）, p.47.

８　

Cayer

（2004

）, p.151. K
eary

（2009

）, p.68

。
な
お
、
こ
の
分

野
の
第
一
人
者
で
あ
る
、Joseph Cayer

ア
リ
ゾ
ナ
州
立
大
学
名

誉
教
授
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
二
〇
一
一
年
八
月
一
七
日
）
で
も
確

認
で
き
た
。

９　

N
igro &

 N
igro

（2000

）, pp.209-210, Cayer

（2004

）pp. 

148-152.

10　

A
m
erican Federation of State, County, and M

unicipal 

Em
ployees. 

全
米
州
・
郡
・
自
治
体
職
員
組
合
。
当
初
は
ウ
ィ
ス
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コ
ン
シ
ン
州
に
お
い
て
公
務
員
制
度
自
体
を
保
護
す
る
た
め
の
運
動

体
で
あ
っ
た
が
、
次
第
に
団
体
交
渉
を
担
う
労
働
組
合
と
し
て
の
性

格
を
強
め
、
一
九
六
〇
年
代
以
降
急
速
に
勢
力
を
拡
大
し
た
。
約
一

四
〇
万
人
を
傘
下
に
抱
え
全
米
第
三
位
の
労
働
組
合
組
織
と
な
っ
て

お
り
、
ア
メ
リ
カ
版
自
治
労
と
も
呼
ぶ
こ
と
が
で
き
る
だ
ろ
う
。

（K
earney

﹇2009
﹈, pp.37-38

。
な
お
、N

ational E
ducation 

A
ssociation

﹇N
EA

﹈
が
三
二
〇
万
人
、Service Em

ployees 

International U
nion

﹇SEIU
﹈
が
一
八
〇
万
人
）。

11　

Cayer

（2004

）, p.150.

12　

ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
政
府
提
供
資
料
。T

he H
istory of the 

W
isconsin C

ivil Service: 1905-2005, W
isconsin O

ffi
ce of 

State Em
ploym

ent Relations, p.26.

13　

ラ
ン
チ
ョ
・
コ
ル
ド
バ
市
の
シ
テ
ィ
・
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ーM

r. T
ed 

A
. Gaebler

氏
（
二
〇
一
〇
年
九
月
二
二
日
）、
お
よ
び
、
サ
ン
フ

ラ
ン
シ
ス
コ
市M

s. M
icki Callahan

人
材
局
長
（
二
〇
一
〇
年
九

月
二
一
日
）
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
。

14　

http://gov38.ca.gov/executive-order/12634/

。（
最
終
閲
覧

日
、
二
〇
一
一
年
九
月
五
日
）

15　

各
自
治
体
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
、
並
び
に
、A

FSCM
E

の
サ
ク
ラ

メ
ン
ト
事
務
所
長
のW

illie L. Pelote

氏
に
対
す
る
イ
ン
タ
ビ
ュ

ー
（
二
〇
一
一
年
八
月
一
六
日
）
で
確
認
し
た
。

16　

ロ
サ
ン
ゼ
ル
ス
市
の
市
政
執
行
官M

r. M
iguel Santana

氏
へ

の
ヒ
ア
リ
ン
グ
。
二
〇
一
〇
年
九
月
二
四
日
。

17　

A
FSCM

E

の
サ
ク
ラ
メ
ン
ト
事
務
所
長
、W

illie L. Pelote

氏

へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
よ
り
。

18　

U
.S.Bureau of Labor Statistics, U

nion M
em

bers in 2010, 

T
able 3. 2011.1, U

SD
L-11-0063.

19　

同
上
。

20　

例
え
ば
、
ニ
ュ
ー
ジ
ャ
ー
ジ
ー
州
で
は
、
警
察
、
消
防
職
員
以
外

の
新
規
採
用
職
員
の
退
職
年
齢
を
六
二
歳
か
ら
六
五
歳
へ
引
き
上
げ

る
こ
と
、
現
役
従
業
員
の
年
金
個
人
負
担
額
を
引
き
上
げ
る
こ
と
、

さ
ら
に
は
こ
れ
ま
で
行
な
っ
て
き
た
年
金
額
の
物
価
調
整
を
廃
止
す

る
こ
と
が
、
二
〇
一
一
年
六
月
に
州
法
で
決
ま
っ
て
い
る
（
団
体
交

渉
は
経
て
い
な
い
）。

21　

ア
リ
ゾ
ナ
州
政
府
ヒ
ア
リ
ン
グ
。K

athy Peckardt

人
材
局
長
、

Jeff Grant

管
理
局
次
長
、Christy Sm

ith General Counsel
他
。
二
〇
一
一
年
八
月
一
七
日
。

22　

州
内
の
自
治
体
も
基
本
的
に
は
団
体
交
渉
権
や
面
会
・
協
議
権
が

な
い
が
、
例
外
的
に
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
市
な
ど
ご
く
限
ら
れ
た
自
治
体

に
お
い
て
の
み
団
体
交
渉
が
行
わ
れ
て
い
る
（
こ
れ
も
司
法
長
官
意

見
に
基
づ
く
）。
ア
リ
ゾ
ナ
州
立
大
学
名
誉
教
授Joseph Cayer

氏

お
よ
び
同
大
学
教
授Cathy Eden

氏
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
。
二
〇
一

一
年
八
月
一
七
日
。

23　

K
eaney 

（2010

）, p.98, p.106.

24　

M
illim

an

と
い
う
会
社
に
委
託
。

　
　

http://w
w
w
.salarysurveys.m

illim
an.com

/

25　

http://w
w
w
.hr.state.az.us/H

R
_Professional/C

lass_ 

Com
p/PD

F/alphacovered.pdf.

26　

http://w
w
w
.hr.az.gov/H

R
_Professional/C

lass_C
om

p/

PD
F/1-30schedule_070107.pdf

27　

http://w
w
w
.hr.az.gov/H

R
_Professional/C

lass_C
om

p/

PD
F/ECT

Sschedule.pdf

28　

い
わ
ゆ
る
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
・
シ
ョ
ッ
プ
制
。T

he H
istory of 

the W
isconsin Civil Service: 1905-2005, W

isconsin O
ffi
ce 

of State Em
ploym

ent Relations, pp.38-39.

29　

ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
政
府
提
供
資
料
。
ヒ
ア
リ
ン
グ
は
、
二
〇
一

一
年
八
月
一
九
日
、
州
職
員
雇
用
関
係
局
のGregory L. Gracz

局
長
、
同
局Jack R. Law

ton

管
理
官
、
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
雇

用
関
係
委
員
会
のD

anielle L. Carne

調
停
人
兼
仲
裁
人
、
同
委

員
会Eileen Schoenfeldt

政
策
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
対
し
て
行
っ

た
。

　
　

提
供
い
た
だ
い
た
労
働
協
約
書
は
次
の
条
項
か
ら
構
成
さ
れ
て
い

る
。
第
１
条　

協
約
の
適
用
範
囲
、
第
２
条　

組
合
の
認
証
お
よ
び

協
約
、
第
３
条　

管
理
運
営
事
項
、
第
４
条　

苦
情
処
理
、
第
５
条

　

シ
ニ
ョ
リ
テ
ィ
、
第
６
条　

勤
務
時
間
、
第
７
条　

異
動
、
第
８

条　

レ
イ
オ
フ
（
解
雇
）
手
続
き
、
第
９
条　

健
康
と
安
全
、
第
10

条　

審
査
官
、
第
11
条　

諸
事
項
、
第
12
条　

賃
金
、
第
13
条　

職

員
福
利
厚
生
、
第
14
条　

ス
ト
ラ
イ
キ
・
ロ
ッ
ク
ア
ウ
ト
の
禁
止
、

第
15
条　

一
般
条
項
、
第
16
条　

出
張
等
、
交
渉
ノ
ー
ト　

１―

25
、
覚
書　

１―

33
、
付
録　

１―

10
、
交
渉
担
当
者
、
索
引
。

30　

ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
ヒ
ア
リ
ン
グ
。

31　

同
右
。

32　

非
組
合
員
に
は
組
合
費
の
支
払
い
義
務
は
な
く
な
っ
た
。
エ
ー
ジ

ェ
ン
シ
ー
・
シ
ョ
ッ
プ
制
か
ら
オ
ー
プ
ン
・
シ
ョ
ッ
プ
制
へ
移
行
し

た
と
考
え
ら
れ
る
。

33　

組
合
サ
イ
ド
と
し
て
は
、
結
社
の
自
由
を
保
障
し
て
い
る
憲
法
に
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違
反
す
る
と
考
え
て
い
る
が
、
最
高
裁
は
保
守
的
だ
か
ら
、
憲
法
違

反
と
の
判
決
が
で
る
可
能
性
は
少
な
い
見
通
し
だ
と
、A

FSCM
E

の
サ
ク
ラ
メ
ン
ト
事
務
所
長
のW

illie L. Pelote

氏
は
語
っ
て
い

た
。

34　

も
っ
と
も
、
二
〇
一
一
年
六
月
三
日
、
上
下
院
議
員
か
ら
な
る
財

政
両
院
協
議
会
で
は
、
新
た
に
採
用
さ
れ
る
警
察
職
員
、
消
防
職
員

の
年
金
、
社
会
保
障
に
関
す
る
労
働
者
個
人
負
担
を
引
き
上
げ
る
採

決
を
行
っ
て
お
り
、
こ
れ
は
す
で
に
適
用
さ
れ
て
い
る
。「
全
米
で

公
務
員
労
組
の
権
利
制
限
の
動
き―
ウ
ィ
ン
コ
ン
シ
ン
州
で
は
法
案

成
立
へ
」『
海
外
労
働
情
報
』
二
〇
一
一
年
八
月http://w

w
w
.jil.

go.jp/foreign/jihou/2011_7/am
erica_01.htm

35　

一
九
八
五
年
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
最
高
裁
判
所
は
、
公
務
員
が

自
ら
の
給
与
ま
た
は
雇
用
条
件
を
改
善
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
一

斉
職
務
停
止
を
行
う
こ
と
は
、
そ
れ
が
公
衆
衛
生
や
安
全
を
直
ち
に

脅
か
す
も
の
で
は
な
い
か
ぎ
り
違
法
で
は
な
い
と
判
示
し
て
い
る
こ

と
か
ら
、
警
察
職
員
、
消
防
職
員
等
を
除
き
、
争
議
権
を
有
す
る
と

解
さ
れ
て
い
る
。

36　

M
M

BA

法
三
五
〇
五
・
四
条
「（
交
渉
の
行
き
詰
ま
り
、
最
終

決
定
か
つ
最
良
で
あ
る
提
案
の
施
行
）
信
義
に
基
づ
く
会
見
・
協
議

の
後
、
公
共
団
体
と
認
定
職
員
団
体
と
の
間
で
交
渉
が
行
き
詰
ま
っ

た
場
合
、
行
き
詰
ま
り
を
解
消
す
る
た
め
の
手
続
が
存
在
し
、
そ
れ

が
尽
く
さ
れ
た
場
合
、
仲
裁
手
続
へ
の
移
行
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い

な
い
公
共
団
体
は
、
当
該
公
共
団
体
の
最
終
決
定
か
つ
最
良
で
あ
る

提
案 

（last, best, and final offer

）
を
施
行
す
る
こ
と
が
で
き
る

が
、
合
意
の
覚
書
（a m

em
orandum

 of understanding

）
は
施

行
さ
れ
な
い
（
以
下
、
略
）。」 

37　

‘G
ov

ern
or C

u
om

o A
n
n
ou

n
ces F

iv
e Y

ear 

L
abor A

greem
ent W

ith T
he P

ublic E
m

ployees 

F
ederation

’　

http://w
w

w
.governor.ny.gov/press/

07162011FiveY
earLaborA

greem
ent　

（
最
終
閲
覧
日
、
二
〇

一
一
年
九
月
五
日
）

38　

ス
タ
ン
フ
ォ
ー
ド
大
学D

r. Joseph N
ation

教
授
へ
の
ヒ
ア
リ

ン
グ
。
二
〇
一
一
年
八
月
一
六
日
。

39　

N
aff

（2006

）, P.272.




